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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 自動車 
部品 工業 会 (J APIA) /財団法人 日 本 規格 協会 ( JSA) か ら 工業 標準 原案 を 具して 日 本 工業規格 を 改正す ベ き 
との 申し出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 通商産業大臣が 改正した 日本工業規格 である。 
これによ つて JIS D 0401 ： 1996 は 改正され， この 規格に 置き換えられる。 

今回の 改正で は， 国際連合 欧州 経済 委員会 ECE (United Nations Economic Commission for Europe) 规 
則， 及び 米国 FMVSS (Federal Motor Vehicle Safety Standards) の 合理的 と 思え る 規定 を 採用 し， 安全 技術 
レベルの 国際 整合 ィ匕を 図った。 

この 規格 は 本体と 附属 書から 成り， 原則として 本体 を 適用す る。 ただし， 2002 年 12 月 31 日まで は 附属 
書の 規定 を 適用しても よい。 

JIS D 0401 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 

附属 書 (規定） 自動車 用品一 年少者 保護 装置 （1996 年 規格） 
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日本工業規格 



JIS 



自動車 用品 一年 少者 保護 装置 D 0401 :2。。0 
Aufomonve accessories ― Child restraints 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 年少者 保護 装置 （以下， 保護 装置と いう。） の 構造， 性能な どの 要件に ついて 規定す る。 



2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これら 
の 引用 規格 は ， そ の 最新 版 (追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS D 0201 自動車 部品 一 電気め つき 通則 

JIS D 0202 自動車 部品の 塗 膜 通則 

JIS D 0204 自動車 部品の 高温 及び 低溫 試験 方法 

J1S D 1050 自動車一 衝撃 試験に おける 計測 

JIS D 1201 動 車， 及び 農林 用の トラクタ， 機械 装置 一 内装 材料の 燃焼 性 試験 方法 
JIS D 4604 自動車 部品 ーシー ト ベル ト 
JIS K 6400 軟質 ウレタンフォーム 試験 方法 

ISvf cellular plastics and rubber —— Determination of apoarent (bulk; density 



ISO 1798 Polymer 
ISO 1856 Polymer 
ISO 2439 Polymer 



materials, cellular flexible ― Determination of tensile strength and elongation at break 
materials, cellular flexible ― Determination of compression set 
materials, celluiar flexible ― Determination of hardness 
ISO 3386-1 Polymeric materials, cellular flexible ― Determination of stress-strain characteristic in compression- 
Part 1 : Low-density materials 
ISO 13216— 丄 Road vehicles —— Anchorages in vehicles and attachments to anchorages for child restraint systems- 
Part 1 : Seat bight anchorages and attachments 
DIN o3587 Bestimmung des Pyrolyseruckstandes von siliconkautschuk ― Erzeugnissen 



3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， 次に よる。 

a) 年少者 保護 装置 年少者 を 着座 又は 寝かせて， 拘束 及び/又は 位置付ける ために， 自動車に 備えられ ている シート 
ベル ト 又は シー ト バイ ト アンカ レツ ジ と の 結合 機能に よって 自動車の シー ト 上に 取 り 付けて 使用す る 装置。 

b) 年少者 体重が 36 kg 以下の 新生児 • 乳児 • 幼児 • 学童な ど。 

c) 保護者 同乗して いる 年少者 を 保護す る 立場に ある 者。 

d) 前向き 自動車の 前進 方向に 対して， 同 方向の 向き。 

e) 後ろ向き 自動車の 前進 方向に 対して， 逆 方向の 向き。 

f) 力 一^^^ ^ ッド 年少者 を， 連続した 面 上に あお 向き 又はう つぶせに 寝かせた 状態に して， 拘束 及び/又は 位置付ける 
ようにす る 保護 装置。 

g) 年少者 用 シート 年少者 を， シートベルト によって 直接 拘束し ない もので， 次に 示す ものに よって 後ろ向き 若し 
く は 前向きに 拘束 及び/又は 位置付け るよう にす る 保護 装置。 

1) ィ ン パク ト シールド （'） 

2) ィ ン パク ト シール ド と 補助 シー ト （り と の 組. 合せ 
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3) ィ ン パク ト シールド 及び 補助 シ一 ト と 年少者 用 ベルト との 組合せ 

4) 年少者 用 ベルト と 補助 シー ト との 組合せ 

注 （1) 正面衝突の 際に 年少者の 前方 移動 を 制限す るた めに， 年少者の 正面に 取り付けて 衡攀を 緩和す るた めに 

用いる 装置。 

ひ） 自動車の シート 上に 載せ， 年少者 を 着座させる ために 用いる もので， シート クッション 又は シ一 トク ッ 
シ ヨンと シート ノくッ クとを 備えた もの。 ' 

h) ブースター シート 年少者 を， 自動車に 備えられ ている シートベルトで 直接 拘束で きる ようにす るた めに， 適切 
に 拘束 及び/又は 位置付け るよ う にす る 保護 装置。 

i) 年少者 用 ベルト 保護 装置の 一部分で， ゥェ ビング， ノくッ クル， 長さ 調節 具な どで 構成し， 年少者 を 拘束す る も 
の。 

j) 補助 ベルト シートベルト によって， 自動車の シート 上に 取り付けた 保護 装置 を， 更に 安定 させて 脱落 防止 を 助 
ける ために， 自動車の シート バックな どに 固定す るた めに 用いる ベルト。 

備考 この 補助 ベルト だけで は， 交通事故 などの 衝撃の 際に， 保護 装置 を 確実に 保持す る こと はでき ない。 
k) ユニバーサル [はん （汎) 用 型] 年少者 保護 装置 次の 1)， 2 ) 又は 3 ) のい ずれ かの もの をい う。 

1) ユニバーサル [ I ] 型 年少者 保護 装置 シー ト ベルトに よつ て 装置 を 自動車の シー ト 上に 拘束 又は 定置して 使用 
する 保護 装置。 

2) ユニバーサル [11] 型 年少者 保護 装置 ISO 1 32 1 6 - 1 に 定められた シート バイ ト アン カレッジに 結合して 装置 を 
自動車の シート 上に 拘束 又は 定置して 使用す る 保護 裝置。 

3) ユニバーサル [in] 型 年少者 保護 装置 ユニバーサル [ I ] 型 年少者 保護 装置 及び ユニバーサル [II] 型 年少者 保護 
装置 として 使用 で き る 保護 装置。 

1) 口 ック オフ デバイス シー ト ベル ト のゥェ ビン グをロ ッ ク し， その ベルトの ゥェ ビングの 1 セ クシ ョ ンが 他の セク 

シ ヨンに 移動す る こと を 防ぐ 装置。 この 用語に は， 次の クラスが 含まれる。 

1) クラス A デ バイ ス シートベルト によつ て 子供 を 直接 拘束す る 場合に おいて， 子供が ラ ッ プ ベル トを 引っ張つ 
て， 卷取 装置から ゥェ ビング を 引き出して しまう こと を 防ぐ 装置。 

2) クラス B デバイス シートべ ノレ ト を 用いて 保護 装置 を 取り付ける チ' 'シ合 において， 卷取 装置から ゥェ ビングが 滑り 
出て 張力が 緩み， 保メ 《装置が 不適切な 状態に なって しまう こ と を 防ぐ ために， シートベルトの ラップ ベル 卜 部 
にかけ られた 張力 を 保つ 装置。 

m) コネクタ ュニバ 一サル [11] 型 年少者 保護 装置 及び ユニバーサル [ni] 型 年少者 保護 装置の 構造の 一部であって， 

保護 装置 を シート バイ ト アン カレッジに 取り付ける ために， 装置 本体に 設ける 結合 用 構造 部。 

n) 装置 本体 年少者 用 ベルト 以外の 保護 装置の 主体と なる 部分。 

0) シー ト クッション 保護 装置の 一部分で， 腰部 を 収容す る よ う に 意図され た 座 面の 部分。 

p) シート バック 保護 装置の一 部分で， 頭部 及び 胴 部 を 収容す るよう に 意図され た 背 もたれの 部分。 

q) 側面 サポート シート バック を 備えた 保護 装置の 一部分で， 頭部の 横 移動 を 防ぐ 支え。 

r) また （股） ベル ト 子供の こ （股） 間 を 通る 拘束 部材。 

s) ダミー 年少者に 類似した 人体模型。 

t) ダミーの 胴 部 保 霞 装置の 着座 面と ダミーの 肩の 最上 部との 間にある 着座 状態の ダミーの 身体 部分。 ただし， ダ 
ミ一 の 上肢 及び 下肢の 部分 は 除く。 



11) 接触 面 保護 装置に ダミー を 正規の 状態で 着座 させた とき， ダミーの 頭部 及び 胴 部が 接触す る 装置 本体の 表面。 
4. 区分 

4.1 保護 装置の 区分 保護 装置の 区分 は， 適用す る 年少者の 体重 範画 によって 表 1 のとお りと する。 
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表 1 


保護 装置の 区分 

単位 kg 


区分 


年少者の 体重 範囲 


W1 


10 未満 


W2 


9 以上 18 以下 


W3 


15 以上 25 以下 


W4 


22 以上 36 以下 



4.2 区分 及び 拘束 形態 区分 W1 は， 前向き 年少者 用 シート 及び ブースター シ一ト であって はならない。 区分 W2 は， 
ブースタ一 シー ト であって はならない。 

5. 性能 

5.1 保護 装置の 耐食 性 保護 装置の 金属 部分に めっき 又は 塗装 を 施した 場合に は， その 有効 面 は， 7.3 に规定 する 方 
法に よ つて 試験した とき， Jl'S D 2 01 の 5.4( めつ き の 耐食 性） 又は， JIS D 0202 の 3.5 (耐- 食 性） に 規定す る 判定 基準 
に 適合し なければ ならない。 ， 
5.2 保護 装置の 耐熱性 

5.2.1 装置 本体 装置 本体の 耐熱性 は， に 規定す る 方法に よって 試験した とき， 機能 及び 強度 を 必要と する 部分 

に は， 著しい 変形， 損傷， ベた つきな どが あって はならない。 

5.2.2 年少者 用 ベル ト 年少者 用 ベル ト の 耐熱性 は， 7.4.2 に 規定す る 方法に よって 試験した と き， 機能 及び 強度 を必 

要と する 部分に は， 著しい 湾曲， 損傷な どが あって はならない。 

5.3 有機 資材の 燃焼 性 保 51^1 置 を 構成す る 有機 資材 は， 7.5 に规定 する 方法に よって 試験した とき， 次の いずれ か 
の 基準に 適合し なければ ならない。 

a) 燃焼し ない。 

b) 試験 片の 燃焼 速度の 最大値 は， JIS D 1201 の i^. (計算） によって 求めた とき， 100 mm/mill を 超えない。 

e) 試験 片の 燃焼が， A 標線 (燃焼が 試験 片の 自由 端 か ら 38 mm の 位置に ある 点 を 通り， JIS D 1201 に规定 する 試験 
取 付け 具の 開口 端と 平行な 直線 を 示す。） に 達してから 60 秒 経過す る 前に 停止し， かつ， A 標 線に 達した 後の 試験 片 
の 燃焼 した 長さ が 50 rnm 未満 とする。 

5.4 年少者 用 ベルトの 性能 

5.4.1 ゥェ ビング ゥェ ビング は， 次に よる。 

a) 引 張 強さ は， 7.6.2 に 規定す る 方法に よって 試験した とき， 表 2 のとお りと する。 



表 2 ゥェ ビングの 引 張 強さ 

単位 kN 



区分 


引 張 強さ 


W1 及び W2 


3.6 以上 


W3 


5.0 以上 


W4 


7.3 以上 



b) 耐 摩耗 性 は， に 規定す る 方法に よって 試験した とき， 引 張 強さ は， 試験 前の 値の 75 % 以上と する。 
5.4.2 バックル ノくッ クル は， 次に よる。 

a) 耐久性 は， 7. 7 . 2 に 規定す る 方法に よって 試験した とき， バックルに 損傷， 摩耗な どが あって はなら な レ、。 
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b) 解離 力 （バックル を 解き 離す のに 要する 力） は， 次に よる。 

1) 7.7.3 の a) に 規定す る 方法に よって 試験した とき， 40 N 以上と する。 

2) 7.9 に 規定す る 試験 中に おいて， ノくッ クルが 解離し ない。 

3) 7.7ヌ の: b) に 規定す る 方法に よって 試験した とき， 80 N 以下と する。 
5.5 保護 装置の 動 荷重 性能 

5.5.1 保護 装置 全般 7.9 に规定 する 方法に よって 試験した とき， 強度 保持 機能 を もつ 各部 は 破壊す る ことなく， 年 
少者に 傷害 を 与える ような 有害な き 裂， 変形な ど を 生じて はならない。 

5.5.2 力 一^""^ ；ッド 7.9 に规定 する 試験 中に おいて， ダミーの 頭部 及び 胴 部の いかなる 部分 も， 力 一^^ ^ i ッド 内に 保持 
されて いなければ ならない。 ただし， リバウンド 時には 一時的に ダミーの 頭部 及び 胴 部の 一部が 力 一^^^ ^ッ ド から 出て 
もよ いが， 静止状態 となった ときには， 力 一"^^ ^ッド 内に 保持され ていなければ ならない。 
5.5.3 後ろ向き 年少者 用 シート 7.9 に 規定す る 試験 中に おいて， 次のと おりと する。 

a) ダミーの 挙動 ダミーの 挙動 は， 次に よる。 

1) ダミーの 頭部 重心 位置 は， 付図 1 に 規定す る 年少者 用 シートの 上部 挙動 限界 線 を 超えて はならない。 

2) ダミ一 は， 装置から 放出され て はならない。 

b) シ一 トバックの 最大 傾斜角 シート バックの 表面と 鉛直 面との なす 角度 は， 付図 1 に 示す ように， 60° を 超えて は 
ならない。 

5.5.4 前向き 年少者 用 シート 7.9 に规定 する 試験 中に おいて， 次のと おりと する。 

a) ダミーの 加速度 呼び 質量 15 kg の ダミー を 用いて 試験した ときの ダミーの 加速度 は， 次に よる。 ただし， リ バウ 
ン ド 時の 加速度 を 除く。 

1) 3 才児ダ ミ一 を 使用し た 場合に は， ダ ミ 一の 頭部 重心 位置に 三軸 方向に 取 り 付け た 加速度計に よ つ て 測定 し た 合 
成 加速度 は， 3 ms を 超える 間 連続して 784 m/s 2 を 超えて はならない。 かつ， ダミーの 胸部 重心 位置に 三軸 方向 
に 取り付けた 加速度計 によって 測定した 合成 加速度 は， 3 ms を 超える 間 連続して 588 m/s 2 を 超えて はなら な 
レ、。 

2) 3 才児 マネキン を 使用した 場合に は， ダミーの 胸部 重心 位置に 三軸 方向に 取り付けた 加速度計 によって 測定した 
合成 加速度 は， 3 ms を 超える 間 連続して 539 m/s 2 を 超えて はならない。 かつ， 腹部と 頭部 間に 引 張力 を 発生 さ 
せる 胸部 加速度の 垂直 成分 は， 3 ms を 超える 間 連続して 295 m/V を 超えて はならない。 

b) ダミーの 挙動 ダミーの 挙動 は， 次に よる。 

1.) ダミ一 の 頭部 は， 付図 4 の 試験 用 シートの Cr から， 前方への 水平距離 550 mm を 超えて はならない。 力つ， 上方 
への 垂直 距離 は 800 mm 以下と する。 

2) ダミーの ひざ (膝) 部 関節 支点の 前方への 移動 量 は， 付図 4 の 試験 用 シートの Cr を 通る 鉛直線に 対し， 直角 方向に 
はかって 700 mm 以下と する。 

3) ダミー は， 異常な 姿勢に ならず， また， 装置から 放出され て はならない。 

5.5.5 ブースター シ一 ト 7.9 に 規定す る 試験 中に おいて， ダミー 又は 装置 本体が シートベルトから 放出され て はな 
ら ない。 



6. 構造， 寸法 及び 質量 

6.1 —般 構造 保護 装 a の 一般 構造 は， 次に よる。 

a) 自動車の シート 上に， その 自動車に 付いている シートベルト 又は コネクタで 容易に 固定 及び 着脱で き， 急 ブレ一 
キ， 交通事故 などの 衝撃に よって， 大きく 移動 又は 転落し ない 構造と する。 

なお， 保護 装置の 固定 を 更に 安定させる ための 補助 ベルト はあって もよ い。 

b) 自動車の シート バックに つり 掛けたり， コネクタ を 除き， シート クッションと シ一 トバックとの すき 間に， 保護 
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装置の 脚部な どの 一部 を 差し込む よ う な 構造であって はならない。 

力 一^^^^ ^ッド は， 年少者 を 自動車の 進行 方向に 対して， 横向きに 拘束 及び/又は 位置付ける 構造と する。 

d) 年少者 を 容易に 保護 装置 内に 拘束 及び/又は 位置付けが でき， 緊急 時には 保護者 又は 第三者に よって 容易に 救出で 
きる 構造と する。 

e) 通常の 使用 状態で， 年少者に 不快 感を 与えない ような 構造と する。 

f) 急 ブレーキ， 交通事故 などの 衝撃の 際に， 年少者 を 傷害から 防護し， 又は 傷害 を 軽減し， かつ， 同乗者に 傷害 を 
与え るお そ れが 少ない 構造 とする。 

g) 自動車の シ一ト 及び シートベルト を 損傷し ない 構造と する。 

h) 各 構成 部 材の取 付け 部， 連結 部な ど は， 確実に 取 付け 又は 連結され ている ものと する。 

i) 年少者 用 ベルト を 備え， かつ， 前向きで 使用され る 年少者 用 シートに は， また （股) ベルトが 付いている 構造と す 
る。 

j) 年少者 用 ベルト は， 当該 装置に 着座させる 幼児の 周囲に ぴったり フィ ッ 卜する ように 調節で きる 構造と する。 

k) ユニバーサル [11] 型 年少者 保護 装置 及び ユニバーサル [m] 型 年少者 保護 装置 は， フックに よって シート バイ トァ 
ンカ レツ ジ に 取 り 付け る 方法の もの を 除き， 当該 装置が シー 卜 バイ ト アンカ レツ ジ に 確実に 取 り 付いた こと を 示 
す 明快な 音 を 発する 構造 又は 確実に 取 り 付い たこと が 容易に 視認 でき る 構造の ものと する。 また， コネクタに ゥ 
ェ ビング 又は ゥェ ビングの よ う な 柔軟 材が 構成 部材と して 使用され ている もの は， 当該 装置 を 車両に しっかり と 
取り付けられ るよう コネクタ は 調節 可能な 構造と する。 

I) 区分 W 3 及び W 4 の 保護 装置の 場合 は， シー 卜 バイ ト アンカ レツ ジに 結合して 取 り 付ける 機能 を もっていて もよ い。 

ただし， 年少者の 質量に よ る 慣性 力 が シート バイ ト アン カレッジに 負荷され る 構造 であって はならない。 

m) 保護 装置の 区分と 取 付け 機能の 組合せ は， 次の いずれ かとする。 
I) 区分 W1 及び W2 





シー ト ベル ト を 用い 
て 取り付ける， 又は 
シー ト ベル ト で 直接 
年少者 を 拘束す る 機 
能の 有無 


シー ト バイ ト 
アン カレッジ 
に 結合して 取 
り 付ける 機能 
の 有無 


W1 


• 〇 


X 


W2 


X 


X 






シー 卜べ ノレ ト を 用い 
て 取り付ける， 又は 
シー ト ベルトで 直接 
年少者 を 拘束す る 機 
能の 有無 


シー- ト ノくィ ト 
アン カレッジ 
に 結合して 取 
り 付ける 機能 
の 有無 


W1 


X 


〇 


W2 




X 






シー トべ ノレ ト を 用い 
て 取り付ける， 又は 
シートベルトで 直接 
年少者 を 拘束す る 機 
能の 有無 


シー ト バイ ト 
アンカ レツ ジ 
に 結合して 取 
り 付ける 涵' J' 旨 
の 有無 


Wl 


〇 


〇 


W2 


X 


X 





シー ト ベル ト を 用い 


シー ト バイ ト 






シ一 ト ベル ト を 用い 


シ一 ト バイ ト 




て 取り付ける， 又は 


アン カレッジ 






て If 义 りィ寸 ける， 又は 


アン カレッジ 




シートベルト で 直接 


に 結合して 取 






シートベルトで 直接 


に 結合して 取 




年少者 を 拘束す る 機 


りィ寸 ける 機會旨 






年少者 を 拘束す る 機 


り 付ける 機能 




能の 有無 


の 有無 






能の 有無 


の 有無 


W1 


〇 


X 




W1 


X 


X 


W2 


〇 


X 


W2 


〇 


X 





シー 卜べ ノレ ト を 用い 


シー ト バイ ト 






シートベルト を 用い 


シー ト バイ ト 




て 取り ィ寸 ける， 又は 


アン カレッジ 






て 取り付ける， 又は 


アン カレッジ 




シート ベル トで 直接 


に 結合して 取 






シ一 ト ベルトで 直接 


に 結合して 取 




年少者 を 拘束す る 機 


り 付ける 機能 






年少者 を 拘束す る 機 


りィ寸 ける 機 翁 g 




能の 有無 


の 有無 






能の せ 無 


の 有無 


Wl 


X 


〇 




W1 


X 


X 


W2 


X 


〇 


W2 


X 


〇 





シー 卜べ ノレ ト を 用レ、 
て 取り ィ寸 ける， 又は 
シー ト ベルトで 直接 
年少者 を 拘束す る 機 
能の 有無 


シ 一- ト ノゃィ ト 
アン カレッジ 
に 結合して 取 
り 付ける 機能 
の 有無 




. 〇 


〇 


W2 


〇 







シートベルト を 用い' 


シー ト バイ ト 




て-取り ィ寸 ける， 又は 


アン カレッジ 




シー ト ベルト で 直接 


に 結合して 取 




年少者 を 拘束す る 機 


り 付ける 機能 




能の 有無 


の 有無 


W1 


X 


X 


W2 


〇 


〇 
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2) 区分 W3 及び 





シー トべ ノレ ト を 用い 


シー ト バイ ト 






シ一 ト ベル ト を 用い 


シ一 ト バイ ト 






シー ト ベル ト を 用い 


シート バイ ト 




て 取り ィ寸 ける， 又は 


アン カレッジ 






て 取り付ける， 又は 


アンカ レツ ジ 






て 取り付ける， 又は 


アン カレッジ 




シートベルトで 直接 


に 結合して 取 






シートベルト で 直接 


に 結合して 取 






シ一 ト ベルトで 直接 


に 結合して 取 




年少者 を 拘束す る 機 


り 付ける お': な g 






年少者 を 拘束す る 機 


り 付ける お, お 






年少者 を 拘束す る 機 


り 付ける ね, 逸 




能の 有無 


の 有無 






能の 有無 


の 有無 






能の 有無 


の 有無 


W3 


〇 


〇 又は X 




W3 


〇 


〇 又は X 




W3 


X 


X 


W4 


X 


X 


W4 


〇 


〇 又は X 


W4 


〇 


〇 又は X 



備考 〇 は 該当 機能 を 備える 場合， X は 該当 機能 を 備えない 場合 を 示す。 

11) ソフ ト コネクタ は， 装置 本体に 永久 的に 取り付けられて いなければ ならない。 

6.2 装置 本体 

6.2.1 形状 • 寸法 '質量 装置 本体の 形状， 寸法 及び 質量 は， 次に よる。 

a) シート バックが ある もの は， シート バックの 高さ 及び 年少者の 頭部が 接する 部分 （以下， 頭部 部分と いう。） の 幅 



は， 次に よる。 

1) シ一 トバックの 高さ は， 図 1 の a) に 示す ように， 直径 2 00 mm の 円 板 を シート クッション 及び シ一 トバックに 接 
する ように 置き， 円 板と シ一 卜 クッションと の 接点から シ一 トノ 《ッ クの 表面に ほぼ 平行な 線 上で 測定して， 表 
3 の 値 以上と する。 

なお， 円 板と シート クッションとの 接点 力^か 所以 上 ある 場合に は， それらの 接点のう ち， 装置 本体の 底面に 
最も 近い 接点から 測定す る。 また， 円 板と シート クッションとの 接点が 特定で きない 場合に は， 装置 本体 を 平 
面 上に 置き， 図 1. の b) に 示す ように， 半径 100 mm 以上の 曲面 力 《装置 本体の 底面に 平行な 線に 接する 点から 測定 
する。 

単位 mm 

シ 一」、 バッ クの 表面に ほほ" 平行な 線 




図 1 シー トバックの 高さ 測定 
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表 3 シート バックの 高さ 

単位 mm 



区分 


シー ト ノくッ クの 高さ 


W1 


450 


W2 


500 


W3 


550 


W4 


650 



2) 頭部 部分の 幅 は， 表 3 の シート バッ クの 高さの 位置で 水平 方向に はかり， 装置 本体の 縦 中心 線から 左右に それ ぞ 
れ 100 mm 以上と する か， 又は 年少者の 頭部の 横 移動 を 防止す るた めの 側面 サポート を 設ける。 側面 サポートの 
内側 寸法 は， 装置 本体の 縦 中心 線から 左右に それぞれ 75 imn 以上と し， サポートの 突出し は， 被覆 材 表面から 
100 mm 以上と する。 

b) シート バッ ク がない 装置 本体の シー ト クッシ ョ ンの 高さ は， 図 2 に 示す ように 直径 200 mm の 円 板 を 装置 本体と 測 

定用シ 一ト とに 接する ように 置き， ra 板と 装置 本体との 接点の 測定 用 シート 座 面からの 高さ を 測定して， 表 4 の 値 
以下と する。 

単位 mm 




図 2 シート クッシ ョ ンの高 さ 測定 

表 4 シート クッションの 高さ 

単位 mm 



区分 


シート クッシ ョ ンの 高さ 


W2 


200 


W3 


150 


W4 


100 



C) シート バイ ト アン カレッジに 慣性 力と して 作用す る 保護 装置の 質量 は， 15 kg 以下と する。 
6.2.2 接触 面の 被覆 接触 面 は， 年少者の 使用に 適し， かつ， 柔軟な 材料で 適切に 覆う。 

6.2.3 パッド 材 力 一^^ レノ ド 及び 後ろ向き 年少者 用 シートに おいて， 頭部が 接触す る 部分の 表皮と 装置 本体 内部の 構 
造 物 表面との 間にある パッド 材の 硬さ 及び 厚さ は， 表 5 による。 ただし， 装置 本体が 発泡 材 構造の 場合に は 適用し な 

レ、 
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なお， 硬さ は， 7.1. に 規定す る 方法に よって 測定す る。 

表 5 パッ ド材の 硬さ 及び 厚さ 



硬さ 

N 


厚さ 

mm 


110 以上 390 未満 


8 以上 


390 以上 2 160 以下 


5 以上 



6.2.4 突起 物 装置 本体の 各部 を， 7.2 に 規定す る 方法に よって 試験した とき， 各部 は 内部の 構造 物に， 年少者に 傷 

害 を 加える おそれが あるよう な 局部 的な 接 触感が あって はならない。 

6.2.5 ロック オフ デバイス ロック オフ デバイス を 備える 場合 は， 次に よる。 

a) 保護 装置に 永久 的に 取り付けられて いなければ ならない。 

b) 自動車に 備えられ ている シートベルトの 耐久性 を 損なって はならない。 

c) 幼児の 迅速な 解離 を 妨げて はならない。 

d) クラス A デバイス は， 7.10.1 の 試験 後， ゥェ ビングの 滑り 量 は， 25 mm 以下で なければ ならない。 

e) クラス B デバイス は， 7.10.2 の 試験 後， ゥェ ビングの 滑り 量 は， 25 mm 以下で なければ ならない。 
6.3 年少者 用 ベルト 

6.3.1 ゥェ ビング ゥェ ビング は， 次に よる。 

a) 合成繊維 を 用い， 柔軟で 強 じんな た わみ 性が ある 細 幅 織の 帯であって， 表面 は 滑らかで 手触りが よく， 織 むら， 
きずな どが なく， 末端に は ほぐれ 止め を 施す。 

b) 幅 は， 7.6.3 に 規定す る 方法に よって 試験した とき， ダミーが 接触す る 部分に おいて， 表 6 のとお りと する。 



表 6 ゥェ ビングの 幅 

早 位 mm 



区分 


幅 


W] 及び W2 


25 以上 


W3 及び m 


38 以上 



6.3.2 バックル ノ ぺヽノ クル は， 次に よる。 

a) 強度 上 適切な 材料 を 用い， 表面が すべて 平滑で， 鋭利な 角 及びが たつき などが なく， 体裁 は 優美な ものが 望まし 
レゝ 

b) 各部の 塗装 及び 表面 処理 は， 良好で， 容易に 色 あせ 又は はく 離 をして はならない。 

c) 結合 方法 は， 保護者 力 f 容易に 判別で き る もので なければ ならない。 

d) 押 し ボ タ ン 式バ ッ ク ルの押 し ボタン 部 は， 保^者 又は 第三者が 容易に 押 圧で き る 形状 * 寸法と する。 

なお， 押しボタンの 表面 は， 赤 系の 色と する か， 又は "押す"， "PRESS" などの 文字 を 分かりやすく 表示し， 
容易に 変色 又は 消えない もので なければ ならない。 

e) 大きさ 及び 形状 は， 着用 者に 不当な 圧力 を 加えたり， 着用 者 を 傷付けた りする ものであって はならない。 

f) 保護者が 片手で 取り外しが でき， かつ， 緊急の 場合に は， 保護者 又は 第三者 力 や 容易に 外せる 位置に なければ なら 
ない。 

6.3.3 長さ 調節 具 長さ 調節 具 は， 次に よる。 

a) 長さ 調節 具 は， 手動に よって ゥェ ビングの 長さ を 調節し， 着用 者の 身体に フィットさせる もので， 保護 装置が 正 
しく 取り付けら れ 年少者 又は ダ ミ 一が その 位置に ある 場合に は， 容易に 手が 届かなければ な ら ない。 

b) すべての 長さ 調節 具 は 片手に よる 一回の スムースな 動きで 操作で き， また， 年少者の 体格に 合わせて 容易に 調節 
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でき る もので なければ ならない。 
1) 7.8 の a) に 規定す る 試験 を 行った とき， 長さ 調節に 必要な 力 は 50 N 以下と し， このと き 装置 力 《 破損したり， 分離 
して はならない。 

C) 7.8 の b) に 規定す る 試験 を 行った とき， ストラップの 滑り 量 は， 一個の 調節 装置に 付き 2 5 mm 以下と し， すべての 
調節 装置に ついては 40 mm 以下と する。 

d) 保護 装置に 直接 取り付けられる 長さ 調節 具 は， 反復 操作に 耐える ことができる ものと し， 7.9 に 規定す る 動 荷重 試 
験の 前に 7.8 の C) の 3) に 規定す る サイ クル を 5000±5 サイ クル 行う。 

6.3.4 卷取 装置 卷取 装置 を 備える 場合に は， 次に よる。 

a) 卷込カ 7.11 の a) によって 試験し， 7.11 の C) に 規定す る 耐久性 試験 後の 巻込 力 は， 耐久 試験 前の 卷込 力の 値の 50 

% 以上と する。 

b) 緊急 ロック 性能 JIS D 4604 の 表 5( 卷取 装置に 加わる 加速度' ロック 距離- ゥェ ビングに 加わる 引出し 加速度 

'ロック 距離 及び 非 ロック 角度） の 分類のう ち， 記号の V， W, VW 及び VWe のい ずれ かで なければ ならない。 ま 
た， 7.11 の h) によって 試験した とき， 7.11 の C) に 規定す る 耐久性 試験の 前後に おいて， 該当する 記号の 性能 を満 
足しなければ ならない。 

e) 耐久性 7.11 の C) によって 試験した とき， 各部に 異常が なく， ゥェ ビング を 滑らかに 卷き 込む ことができる もの 
でなければ ならない。 

6.4 コネクタ コネクタ を 備える 場合に は， 図 3 の 外形 最大 寸法 を 超えて はならない。 

単位 mm 




図 3 コネクタの 外形 最大 寸法 

7. 試験 方法 

7.1 パッド 材の 硬さ 試験 パッド 材の 硬さ 試験 は，： nS K 6400 の 6.3 (A 法） による。 

7.2 感触 試験 感触 試験 は， 装置 本体 を 固定 又は 剛体 上に 安定 させ， 手のひらで 294 N 以上の 力 を 表面から 加えて， 
接 触感の 程度に ついて 調べる。 

7.3 耐食 性 試験 耐食 性 試験 は， JIS D 0201 又は JIS D 0202 による。 ただし， 塩水 噴 霧 時間 は， 24 h とする。 
7.4 耐熱性 試験 

7.4.1 装置 本体の 耐熱性 試験 装置 本体の 耐熱性 試験 は， J1SD0204 の TSH4 種に よる。 ただし， 試験 時間 は， 24 h 

とする。 

7.4.2 年少者 用 ベルトの 耐熱性 試験 年少者 用 ベルトの 耐熱性 試験 は， ゥェ ビング を 除く 各部 品 を a 度 80±5 で， 相 
対 湿度 (95±5) % の 雰囲気 中に 24' h 放置し， 引き続き 温度 80±5 での 乾燥器に 移し， 24 h 放置した 後， これ を 取り出 
し， 性能 を 妨げる 湾曲， 損傷な どの 有無 を 調べる。 

なお， 卷取 装置が ある 場合に は， 同時に 試験 を 行う。 
7.5 有機 資材の 燃焼 性 試験 
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7.5.1 試料 試料 は， 次に よる。 

a) 試料 は， 次の いずれ かのとお りと する。 ただし， 二つ 以上の 異なる 材料が 接着 又は 縫合 わせな どに よって 固着 さ 
れ ている 場合に は， 固着され た 状態で 試料と する ことができる。 

1) 試料 は， 長さ 350 mm, 幅 100 mm とし， 厚さ は 资材が 用いられる 部品の 基準 肉 厚 寸法に よって 作製す る。 部品 
の 基準 肉 厚が 12 mm を 超える 場合に は， 12 mm とする。 

2) 試料 は， 製造され た 部品から 採取しても よい。 この場合 は， 次の 方法に よる。 

2.1) 資材の 形状に よって， 平滑な 試料 を 採取す る ことができない 場合に は， 最も 曲面の 緩やかな 所から 1) の 寸法 
の 試料 を 採取す る。 

2.2) 1) に规定 する 寸法の 試料の 採取が 不可能で， かつ， 作製が 困難な 場合に は， できるだけ 試料 寸法に 近い 寸法 
にす る。 

b) 繊維 品な ど， 燃焼 範囲の 広がり 方に 方向 性が ある ときには， 燃焼が 速く 進む 方向と， 試料の 長 手 方向と がー 致す 
る ものと する。 

C) けばだった， 又は ふさふさした 面 を もつ 試験 片は， 平らな 面に 置き， 少なくとも 110 mm の 長さで 25 mm 当たり 7 

〜8 の 滑らかで 丸い 歯 先が ついた もの を 用いて， けばの 反対 方向に 2 回す く 。 
7.5.2 試験 方法 有機 資材の 燃焼 性 試験 は， 7.5.1 による 試料 を JISD1201 の 7. (試験 方法） に 規定す る 方法に よって 

行 う 。 

燃焼 時間の 測定 は， 炎が 測定 終了 点に 達した と き， 又は 炎が 最終 測定 点に 達する 前に 消えた と き に 完了す る。 炎が 
測定 終了 点に 達しない 場合に は， 炎が 消えた 位置までの 燃焼 距離 を 測定す る。 燃焼 距離 を 測定す る 部分 は， 燃焼に よ 
つて， その 表面 又は 内部が 損傷して いる 変質 部分と する。 
7.6 ゥェ ビング 試験 

7.6.1 試験 状態 全幅の 試料 を， 温度 20±2 で， 相対湿度 (65±2) % で 2 4 h 放置した 後， 直ちに 次の' 7.(>. 2 〜 7 .6.4 の 

試験 を 行う。 

なお， 各 試料 は， 同一 条件で 製造した もの を 用いる。 
7.6.2 引 張 強さ 試験 引 張 強さ 試験 は， JIS D 4 60 4 の 7 . 4 (ゥェ ビングの 試験） の （1.1) (引 張 強さ 試験） による。 
7.6.3 幅 試験 幅 試験 は， 試料に 20 N の 引 張力 を 加え， その 幅 を 測定す る。 
7.6.4 耐 摩耗 試験 耐 摩耗 試験 は， JISD4604 の 7. 4 の （ 2 .1) (耐 摩耗 性 試験） の 1) による。 
7.7 バックル 試験 

7.7.1 試料 ノくッ クルの 耐久性 試験 及び 解離 力 試験に 用いる 各 試料 は， 同一 条件で 製造した ものと する。 
7.7.2 耐久性 試験 耐久性 試験 は， JIS D 4 め 04 の 7.5 ( バックルの 試験） の a) (耐久性 試験） による。 
7.7.3 解離 力 試験 解離 力 試験 は， 次に よる。 

a) 初期 解離 力 試験 新しい バックル を 用い， 引 張力な どの 負荷が かかって いない 状態で， 解離 用 押しボタンの 中心 
付近に 最大 解離 効果 を 生じる ような 方向に 力 を 加えて， 解離 するとき の 力 を 測定す る。 

b) 動 荷重 試験 後の 解離 力 試験 7.9 に规定 する 試験 終了後， 次の 順序に よって 試験 を 行う。 



1) ダミーの 姿勢 を 極力 崩さない ようにし， 付図 2 に 示す ように 両 上肢 及び 両 下肢 を ほぼ 水平に して， ひも を 付け 

る。 

2) 付図 2 に 示す ように， 試験 用 シートの 縦断 面に ほぼ 平行で， かつ， 水平線と 試験 用 シートの シート バックの 表面 
への 垂線との 間の 方向に ひも を 引っ張り， 表 7 の 引 張力 を 加える。 ただし， カー ベッド 及び 後ろ向き 年少者 用シ 
一 卜の 場合に は， 解離 力が 測定で きる ように， 保護 装置 を 動かしても よい。 
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表 7 引 張力 



試験に 用いた ダ ミ 一の 呼び 質量 

kg 


引 張力 
N 


9 以下 


88 


9 を 超え 20 以下 


196 


20 を 超える もの 


ダミーの 呼び 質量に 働く 
重力に 相当す る 力 



3) 2 ) の 引 張力 を 加えて いると きに， 解離 用 押しボタンの 中心 付近に 最大 解離 効果 を 生じる よ う な 方向に 力 を 加え 
て， 解離 するとき の 力 を 測定す る。 
7.8 長さ 調節 具 試験 

a) 調節の 容易 さ 試験 

1) 手動 調節 装置 を 試験 するとき は， 通常の 使用 状態 を 考慮しながら 毎分： 100± 2 mm の 速度で， かつ， ストラップ 
を 最初に 25±5 mm 動かした 後， ニュートンで 表す 数値に 最も 近い 赚 値の 最大の 力で， 調節 装置 を 一定に 引き 
出す。 

2) 装置 を 通る ス ト ラ ップの 両方 向に おいて 試験 を 実施し， ス ト ラ ッフ。 は 測定の 前に， 全 調節 長さの 往復 行程 サイ 
クル を 10 回 繰り返して おく。 

b) マイクロ スリップ 試験 (付図 3 参照） 

1) マイ クロス リ ップ 試験 を 行う 構成 部品 又は 装置 は， 試験 前に 温度 20±5 。C, 相対湿度 (65 土 5) % の 雰囲気 内で， 
最低 24 h 保持して おく。 試験 は， 15〜30 での 間の 温度で 実施す る。 

2) ストラップの 自由 端 は， 装置が 車両 内で 使用され る 場合と 同じ 形態に 配置し， 他の 部分に 取り付けて はなら な 

い 

3) 調節 装置 は， ストラップの 垂直 部分に 置き， 一方の 端に 50±0.5 N の 荷重 (荷重が 揺動したり， ストラップが ねじ 
れ たりし ないように ガイ ド する。） を 負荷す る。 調節 装置からの ストラップの 自由 端 は， 車両 内に ある 場合と 同 
様に 上向き 又は 下向きで 垂直になる よ う に 取り付ける。 もう一 方の 端 は， 方向転換 ローラー を 通さなければ な 
ら ない。 ローラーの 水平 軸 は 荷重 を 支える ス ト ラップの 断面に 平行で， ローラー を 通る ァゥ ト ラップ 断面が 水 
平になる ようにし なければ ならない。 . 

4) 試験され る 装置 は， その 中心が 移動で きる 最も 高い 位置で 支持 テーブルから 30()±5 mm の 高さに あるよう に 配 
置し， 50 N の 荷重 を その 支持 テーブルから 100 土 5 mm の 位置に 加える。 

5) 毎分 30±10 サイクルの 予備試験 を 完了し， その後 1000±5 サイクル を 完了す る。 50 N の 荷重 は， 各 半周 期に 付き 
100 土 2 mm の 移動に 一致す る 時間 中 だけ 加える。 マイクロ スリップ は， 20 サイクルの 予備試験の 終了 時の 位置 
から 測定す る。 

C) 保護 装置 に 直接 取 リ 付けられる 長さ 調節 具に 対する コン ディ ショ ニン グ 試験 

1) 試験の 準備 は， 次に よる。 

1.1) 当該 保護 装置が 意図す るゴ 【え も 大きな ダミー を 置き， 7.9. 2 の e) の 1) 及び 2 ) によって 年少者 用 ベル ト を 調節し， 
ゥ ェ ビ ン グの 自 由 端が 長 さ 調節 具に 入 る 位置 で ゥ ェ ビ ン グ 上に 参照 ライン を 付け る 。 

1.2) ダミー を 除去し， 図 4 に 示す コン ディ ショ ニン グ 装置 内に 保 (ま 装置 を 位置付ける。 

1.3) ゥェ ビングの 自由 端に 向けて 参照 ライ ン 側の ゥェ ビング 100 mm, 及び 參照 ラインの ィ ン テグ ラ ノレ ノヽ一 ネス 側 
の 移動 距離の 残り （約 50 mm) が 長さ 調節 具 内 を 動く ようにす る。 参照 ラインから ゥェ ビングの 自由 端までの 
ゥェ ビングの 長さが 上記の 動きに 対して 不十分で ある 場合に は， 長さ 調節 具 を 通る 150 mm の 動き はハ一 ネス 
を 完全に 伸ばしき つた 位置から とする。 
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2) 試験の 方法 は， 次に よる。 

2.1) 1) に 示す 参照 ラインの 位置に ゥェ ビング をセッ ト し， ゥェ ビングの 自由 端 を 引っ張って ィ ン テグ ラル ハ一ネ 
ス から 50 mm 以上の ゥェ ビング を 引き出す。 

2.2) イン テ グ ラル ハーネスの 調節 部 を 引 張 装置 A に 取 り 付け る 。 

2.3) アジ ヤス タを 作動 させ， 150 mm 以上の ゥェ ビング を イン テグ ラル ハーネス 内に 引き込む。 これ は， 1 サ イク 
ルの 半分 を 表し， 引 張 装 SA をゥェ ビングの 最大 引き出し 位置に 置く ものである。 

2.4) 引 張 装置 B にゥェ ビングの 自由 端 をつな ぐ。 

3) 試験の サイクル は， 次に よる。 

3.1) A による 張力が イン テグ ラル ハーネスに 加わらない ようにして， B を 150 mm 以上 引っ張る。 

3.2) 長さ 調節 具 を 作動 させ， B による 張力が ゥェ ビングの 自由 端に 加わらない ようにして， A を 引っ張る。 

3.3) ストロークの 終わりに， 長さ 調節 具の 作動 を 止める。 

3.4) ゥェ ビング は， 長さ 調節 具 内 を 合計 距離 150 mm 以上 サイ ク リ ンダ する。 

3.5) サイクリングの 頻度 は， 毎分 10±1 サイクル とし， 引っ張り 速度 は B に関して 毎秒 150±10 mm とする。 




図 4 保護 装置に 取り付けられる 長さ 調節 具の コンディショニング 

7.9 動 荷重 試験 

7,9,1 試験 装置 試験 装置 は， 台車， 推進 装置， 試験 用シ一 ト， ダミー 及び 測定装置から 成り， 次に よる。 

a) 台車 及び 推進 装置 は， 試験 用 シート， ダミー， シートベルト， 保護 装置な ど を 支える ために 十分な 剛性 を もち， 
それら を 取り 付けた 状態で， 7.9.3 の b) に规定 する 台車 速度 及び 加速度 又は 減速 度 を， 繰 り 返し 測定で き る ものと 

する。 

b) 試験 用 シート は， 次に 規定す る もの を 用いる。 

1) 付図 4 に 示す 試験 用 シートの シート バック は， 堅固な リジッ 卜 バックで 固定され ていなければ ならない。 

なお， リジッ トバック 前面の 上端 部 及び 下端 部に は， 10 mm の 丸み （R) を 付ける。 

2) 付図 4， に 示す 試験 用 シートの シー ト クッシ ョ ンは， 堅固な リ ジッ ト シ一 ティ ングで 固定され ていなければ ならな 
い。 

なお， リジッ トシ一 ティング 上面の 前端 部 及び 後端 部に は， 10 nmi の 丸み （R) を 付ける。 

3) 試験 用 シートの シート バックと シート クッションの 幅 は， 800 mm とする。 

4) 試験 用 シートの シ一 トバックと シート クッション は， 表 8 の ポリ ウレタンフォームの 仕様と し， かつ， 寸法 は 付 
図 4 による。 
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表 8 ポリ ウレタンフォームの 仕様 



仕様: S 

レし ^つ、 1 ~ 1 


规定ィ 直 

/ ノ し 1 1^ 


備考 


密度 (Wm3) 


43 


ISO 845 に-規定 ォる 試験 方法に 1; る 


liuj 1^ Jts^lyc^ 乂丄， ノ 

p — 25 % 
P 4U 7o 


125 
1 巧 


ISO 243*) に 去 "^'すみ' ま ，や 片 上 み 


耐圧 係数 （kPa) 


4 


ISO 3386- 1 に 規定す る 試験 方法に よ る。 


破 断 時の 伸び (％) 


180 


ISO 179m こ规定 する 試験 方法に よる。 


破壊 強度 (kPa) 


100 


ISO 179m こ 規定す る 試験 方法に よる。 


圧縮 永久 ひずみ （％) 


3 


ISO 1856 に 規定す る 試験 方法に よる。 



5) 4) の シート は， 表 9 の 仕様 を もった ポリア クリ レート 製の 日除け 布で 被覆す る ものと する。 



表 9 ポリア クリ レート 製の 日除け 布の 仕様 



仕様 項目 


規定値 


ィ 考 


単位 面積 質量 (g/m 2 ) 


290 




破壊 強度 (N) 
前方 方向 
左右 方向 


120 
80 


50 mm の 試料 を 用レ、 た， DIN 
53587 に 規定す る 試験 方法に よる。 



6) 試験 用 シートの シート クッション 及び シート バックの 被覆 方法 は， 次に よる。 

6.1) 試験 用 シ一ト の シート クッション は， 表 8 の ポリ ウレタンフォーム を 素材と する 角 形 フォ一 ム ブロック （800 rnrnX 
575 mm X 135 mm) か ら 付図 4 の 形状に 切 り 出す。 

6.2) アルミニウム 底 板 は， 台車に 固定で きる よう に ド リ ルで 長い 辺に 沿って 片側 3 個ず つ 合計 6 か 所の あなをあけ 
て ボルト 及び ナツ トで 固定す る （付図 5 参照）。 

なお， ボルト は， 接着剤で アルミニウム 底 板に 接着す る ことが 望ましい。 

6.3) 被 H 材は， f 皮 覆 後， 両端が 重ならな いように， 約 100 mm のす き 間が できる ように 1250 nimXl200 mm (付図 
6 参照） に 裁断す る。 

6.4) 被覆 材の 中心 線よ り 375 mm 離れた 位置に 線 を 2 本 引 く （付図 6 参照）。 

6.5) 被 15 材の 上に 試験 用 シ一ト の シート クッションの 上面 を 逆にして 置き， そ の 上に アルミニウム 底 板 を 置く。 

6.6) 被覆 材に マークした 線が アルミニウム 底 板の 両端に 一致す るまで， 被覆 材を 伸展させる。 次に， 各 ボルト 位 
置で 小さな 溝 を 設け， 被覆 材を ボルトの 上に かぶせて 引き抜く。 

6.7) アルミニウム 底 板と フ才一 ムの 溝の 位置に， 被覆 材にス リツ トを 入れる。 

6.8) フレキ シ ブル 接着剤 を 使つ て 被覆 材 を アルミ 二 ゥム底 板に 接着す る 。 

なお， 接着の 前に， ナット は 取り除く。 

6.9) 側面の フラップ 部 を 板の 上に 折り， 同様に 接着す る。 

6.10) 溝 内の フラップ 部 は 内側へ 折り， 強力 テープ を 使って テーピング する。 

6.11) フレキシブル 接着剤 は， 少なくとも 12 h 以上 かけて 乾燥させる。 

6.12) 試験 用シ一 トのシ 一 トノ、 、ッ クの 被覆 は， 試験 用シ一 トの シート クッションと まったく 同じ 方法で 行う。 ただ 
し， 被覆 材は 1250 mmX850 rmn に 裁断し， 被覆 材に マ一 キングす る 2 本線 は， 被覆 材の 中心 線より 320 mm 
の 位置と する。 
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7) ライ ン Cr は， 試験 用シー トの シート クッシ ョ ンの 上面と 試験 用シー トの シート バックの 前面との 交差 ライ ンと 
同一 とする。 

8) 試験 用シー ト は， 次に よる。 

8.1) 測定 方法 は， JIS D 1050 による。 

8.2) 測定装置 は， 周波数 クラス 60 の 計測 チャンネルの 規定に 適合して いなければ ならない。 1>) の ^5.4) に 規定す る 
ような 試験 装置 を 用いて， 中心 線 上の クッションの 前端より 150±5 mm, かつ， 中心 線より 各方 向に 150 土 5 
mm の 位置で， 3 回 試験 を 行う。 

8.3) 平たんで 堅固な 表面に 試験 用 シ一ト を 垂直に 置く。 その 表面に 接触す るまでお もり を 下げ， 貫入 マーカー を 
位置に セッ ト する。 試験 用シ一 ト を 試験 ボイ ン ト よ り 上に 垂直に 位置付け， おも り を 500±5 mm 持ち上げ， 
その シート 表面に 衝突す るよう 自由 落下させる。 

8.4) おもりの 先端 部分 は， 図 5 のとお り， 追加の 球形 部分 を もつ 木製の 固体 半球と する。 その 固体 半球 は， 印 を 付 
けた 軸に 沿って 自由に 落下す る ことができる 構造と し， 落下 方向 に 沿 つ て 加速度 を 測定す るた め の 加速度計 
を 取り付ける 突起 を もつ ものと する。 また， このお もり は， 加速度計 を 含め 2 . 75±0.05 kg とする。 

8.5) 記録した ピーク 値 は， 初期値の 土 15 % とする。 

単位 mm 



落下 方向 

I 

図 5 おもりの 先端 部 

c) 試験に 用いる ダミー は， 表 1 に 規定す る 区分に よって 表 10 の 呼び 質量の ものと する。 前向き 年少者 用 シートで， 呼 
び 質量 15 kg の ダミー を 使用す る 場合に は， 3 ォ児 ダミー 又は， 3 才児 マネキン を 用いる。 

表 10 ダミーの 呼び 質量 

単位 kg 



区分 


ダミーの 呼び 質量 




3.4 及び 9 
(必要に よって 7.7 を 追加す る。） 


W2 


9 及び 15 


W3 


15 及び 22 


W4 


22 及び 32 



d) 測定装置 は， 台車 速度の 測定装置， 台車の 加速度 又は 減速 度の 測定装置， ダミーが 受ける 加速度の 測定装置， ダ 
ミ一 及び 保護 装置の 挙動の 測定装置から 成り， 次に よる。 

1) 台車 速度の 測定装置 は， 試験に 用いる 台車 及び 推進 装置に 適した ものと し， その 測定 速度の 単位 は， 0.5 km/h 
以下と する。 

2) 台車の 加速度 又は 減速 度 は， 台車の 前後 方向で 測定す る。 

なお， 用いる 加速度計の 最大 容量 は 980 m/s 2 以下と し， 測定装置の 周波数 特性 は， JISD1050 の 周波数 クラ 
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ス 60 に 適合して いなければ ならない。 ただし， 台車 速度 を 加速度 又は 減速 度から 算出す る 場合に は， 周波数 ク 
ラス 180 に 適合して いなければ ならない。 

3) ダミ一 の 頭部 及び 胸部の 重心 位置に おいて， 前後， 左右 及び 上下の 三軸 方向の 加速度 を 測定し， その 結果から 
合成 加速度 を 算出す る。 

なお， 用いる 加速度計の 最大 容量 は， 4 900 m/s 2 以下と し， 測定装置の 周波数 特性 は， 頭部 重心 位置で 測定す 
る もので は JIS D 1050 の 周波数 クラス 1000 に 適合し， 胸部 重心 位置で 測定す る もので は JIS D 1050 の 周波 

数 クラス: 180 に 適合して いなければ ならない。 

4) ダミー 及び 保護 装置の 挙動の 測定装置 は， 少なく とも 毎秒 500 こまで 撮影が でき， 挙動の 解析に 適した ものと す 

る。 

なお， 撮影 装置の レンズの 光軸 は， 台車の 進行 方向に 対して 直角になる ように 合わせる。 
7.9.2 試験の 準備 試験の 準備 は， 次に よる。 

a) 減速 式の 台車で は， 台車の 進行 方向が 実車の 前方 向になる ようにし， 加速 式の 台車で は， 台車の 進行 方向が 実車 
の 後ろ 方向になる ようにす る。 

b) 試験 用シー ト は， 試験 用シー ト の 中央 縦断 面 を 台車の 進行 方向に 平行になる よ う に 台車 上に 固定す る。 

c) ユニバーサル [I] 型 年少者 保 装置の 試験の 場合， 保護 装置 は 付図 7 による シートベルト を 用いて， 次の 方法に よ 
つて 試験 用 シート 上に 固定す る。 リ クラ イニング 装置な ど 調節 可能な 機能 を もつ 保護 装置の 場合に は， 後ろ向き 
年少者 用シ一 ト では 最も 倒した 位置で 取り付け， 前向き 年少者 用シー ト では 最も 倒した 位置 及び 最も 起こした 位 
置で 取り付け， それぞれの 位置で 試験 を 行う。 保護 装置に ロック オフ デバイスが 装備され ている 場合 は， これ を 
使用しても よい。 ただし， 補助 ベルト は 用いない。 また， 当該 保護 装置に コネクタが 付いている 場合に は， コネ 
クタ は シート バイ ト アン カレッジに 結合 させない。 

なお， 2 点 式シー ト ベルト 専用の もの は 2 点 式シ一 ト ベルト， 3 点 式シー ト ベルト 専用の もの は 3 点 式シ一 ト ベル 
ト ， 2 点 式シー ト ベル ト と 3 点 式シー ト ベル ト 併用の もの は 2 点 式シ一 ト ベル ト と 3 点 式シー ト ベル ト の 両方で 試験 
を 行う。 

このと き， 保護 装置 と シー ト ベル ト の 間の 主要 荷重 支持 接点 は， 当該 保護 装置 を 試験 用 シー ト 上に 載せて 測定 
したと き， Cr から 150 mm 以上 離れて いなければ ならない。 これ は， すべての 調節 形態に 対して 適用す る。 

1) 2 点 式 シートベルトで， 力一 ベッド 及び 年少者 用 シート を 取り付ける 場合 

1.1) 保護 装置 を 位置付け， e) に 規定 するとお り ダミー をセッ ト する。 

1.2) 付図 9 の ポジション 1 の 張力 荷重が 75±5 N に 達する ように ラップ ベルト を 調節す る。 

2) 3 点 式 シートベルトで， カー ベッド 及び 年少者 用 シート を 取り付ける 場合 

2.1) 保護 装置 を 位置付け， e) に 規定 するとお りに ダミ一 をセッ ト する。 

2.2) 付図 9 の ポジション 1 の 張力 荷重が 50±5 N に 達する ように ラップ ベルト を 調節し， ゥェ ビングが バックル を 通 
過す る 位置 に 印 を 付ける。 ゥェ ビ ン グ を こ の 位置 に 保ちつつ， 保護 装置の ゥェ ビン グ ロック 装置で ロックす 
るか 卷取 装置 近く でゥェ ビング を 引っ張る かの いずれ かによ つて， 付図 9 の ポジション 2 の 張力が 50±5 N に 達 
する ように， シ ョルダ ベルト を 調節す る。 

2.3) 卷取 装置の スプールから ゥェ ビング をす ベて 引き出し， 卷取 装置と ビラ ループとの 間の ベルト 張力 を 卷取装 
置の 張力まで 落とす。 スプール は， 動 荷重 試験の 前に ロックす る。 . 

2.4) ポジション 1 は， 付図 9 に 示す とおりの アウト ボード 位置と する。 

2.5) ポジション 2 は， 保護 装置に ロック オフ デバイスが 装備され， シ ョルダ ベルトに 機能す る 場合， 付図 9 に 示す 
と お り 保護 装置の 後ろの ロック オフ デ バイ ス と バ ッ ク ルの 間の 都合の よ い 位置 とする。 

保護 装置に ロック オフ デバ ィ スが 装備され ていない 場合， 又は バッ クルのと ころに 取り付けられ ている 場 
合に は， ビラ ループ と 保護 装置 と の 間の 都合の よ い 位置 とする。 
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2.6) 試験 用 シートへの 保護 装置の 取り付け を 完了す る。 

2.7) ヒンジ 板 又は 柔軟な 装置 を 取り除く。 

3) ブースタ一 シートの 場合に は， シートべ ルド を シートベルト 取 付け 部に 固定し， ブースター シート を 試験 用シ 
一 ト 上に 置き， e) の 3) に 規定す る 方法に よって 緊縛す る。 

d) ユニバーサル [II] 型 年少者 保護 装置の 試験の 場合， 試験 用 シート 上の シート バイ ト アン カレッジ （付図 8 ) に シ一ト 
ベル ト を 用いずに， 年少者 保護 装置の 製造業 者 又は 自動車の 製造業 者の 指示す る 方法に よ つて 試験 用 シー ト 上に 

保 E 装置 を 固定す る。 リク ライ ニン グ 装置な ど 調節 可能な 機能 を も つ 保護 装置の 場合に は， 後ろ向き 年少者 用 シ 
― ト では 最も 倒した 位置で 取り付け， 前向き 年少者 用シー ト では 最も 倒した 位置 及び 最も 起こした 位置で 取り付 
け， それぞれの 位置で 試験 を 行う。 

e) 表 10 の 規定に 従って 適切な ダミー を， 次に よって 位置付ける。 このと き， W1 区分 内で 複数の 拘束 形態 を もつ 保護 
装置の 場合 は， 各 拘束 形態の 体重 範囲に 適合す る 最小 及び 最大の ダミー を 使用す る。 

1) 力 一"^"^^ ^ッド の 場合に は， 次に よる。 

1.1) ダミー は， 力 一"^"^^ ^ ッドの 中心 線に できるだけ 近く， 水平に ダミー を 定置させる。 

1.2) 年少者 用 ベルト を 備える もので は， ダミーと 力 一 • ■ ^ ッドの 底面との 間に， 厚さ 25 mm, 幅 60 mm の ヒンジ 
板， 又は 同様の 柔軟な 装置 を 入れる。 その 板 は， できるだけ 力 一^"^" ^ッド の 底面の 曲線に 沿った ものと する。 
次に 製造業 者の 指定す る 方法に' よって， 年少者 用 ベルト を 調節す るが， 年少者 用 ベルト 長さ 調節 具の 張力 は， 
当該 調節 具の 最低 調節 力から 250 土 25 N (調節 具 力 《 2 個 以上 存在す る 場合に は， 250±25 N を 調節 具の 個数で 除 
した 値と する。） 高い 張力まで とし， ストラップの 曲げ 角度 は 4 5±5° 又は 製造業 者が 指定す る 角度と する。 

2) 年少者 用 シートの 場合に は， 次に よる。 

2.1) ダミーの 頭部の 中央 縦断 面 を 保^ 装置の 中央 縦断 而に 一致 させて， ダミ一 の 背中が 幼児 用シ一 ト の シート バ 
ッ クに 接触す るよ う に して 着座 位置に 座らせる。 ダミーの 両 上肢 を 可能な 限り 上方 垂直 方向に 伸ばし， 両足 
関節 を 直角 の 状態に し， 両 下た い 部 と 両大た い 部 と をと もに 可能な 限 り 前方 水平 方向に 伸ばす。 

2.2) 後向きの 場合， 動 荷重 試験の 前に， 十分な 長さと 幅 を もつ 軽量 マスキング テープ を 使用して 保護 装置の 背 も 
たれに ダミ一 の 頭部 を 位置付けしても よい。 

2.3) 年少者 用 ベルト を 備える もので は， ダミーと シ一 トバックとの 間に， 厚さ 25 mm, 幅 60 mm の ヒンジ 板 又は 
同様の 柔軟な 装置 を 入れる。 その 板 は， できるだけ シ 一トバックの 曲線に 沿った ものと する。 次に， 製造業 
者の 指定す る 方法に よって， 年少者 用 ベルト を 調節す るが， 年少者 用 ベル 卜 長さ 調節 具の 張力 は 当該 調節 具 
の 最低 調節 力より 250±25 N (調節 具 力 ^個 以上 存在す る 場合に は， 250±25 N を 調節 具の 個数で 除した 値と す 
る。） 高い 張力まで とし， ストラップの 曲げ 角度 は 45±5° 又は 製造業 者が 指定す る 角度と する。 

2.4) ダミーの 両 上肢 及び 両 下肢 を ダミーの 中 縦断 面に 平行に， 両 上肢 及び 両 下肢の 一部が と も に 保護 装置 本体 か， 
又は 試験 用シ一 ト の 表面に 接触す るまで 下方に 動かす。 

2.5) ダミーの 中心 線 を 通る 縦 平面 は， 二つの 下部 ベル ト アンカ レツ ジの それぞれの 中点 を 結ぶ 直線の 中点と 一致 
させる。 

3) ブースター シ一ト の 場合に は， 次に よる。 

3.1) ダミー を 保 if' (装置 内の 着座 位置に 座らせる。 ダミーの 両 上肢 を 可能な 限り 上方 垂直 方向に 伸ばし， 両足 関節 

を 直角の 状態に し， 両 下たい 部と 両大 たい 部と を と もに 可能な 限り 前方 水平 方向に 伸ばす。 

3.2) シートベルト を 装着し， ダミーの 兩 上肢 及び 両 下肢 を ダミーの 中 縦断 面に 平行に， 両 上肢 及び 両 下肢の 一部 
がと も に 保護 装置 本体 か 又は 試験 用シー ト の 表面に 接触す る ま で 下方に 動かす。 

3.3) 10 才児を 代表す る ダミー を 用いて 試験す る ブースター シートの 場合， ダミーの 中心 線 を 通過す る 平面 は， 2 個 
の ベルト アン カレッジ を 通る 中点に 対し， 左 又は 右へ 75 土 5 mm とする。 また， 動 荷重 試験の 前に 十分な 幅と 
長 さ の 軽量 マス キ ン グ テープ を 用いて， シ ョ ルダ ベル 卜 を ダ ミ 一に 位置付け て もよ い。 
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7.9.3 試験 7.9.2 に 規定す る 方法に よって 試験の 準備 を 行った 後， 次に 規定す る 条件に よって 試験 を 行う。 

a) ユニバーサル [m] 型 年少者 保護 装置 は， ユニバーサル [ I ] 型 年少者 保護 装置 及び ユニバーサル [II] 型 年少者 保護 

装置の 試験 を 行う。 

b) 台車 速度 及び 台車の 加速度 又は 減速 度 は， 次に よる。 

1) 台車 速度 は， 50— g km/h とする。 

2) 台車の 加速度 又は 減速 度の 波形 は， 付図 10 に 示す 斜線 部内に なければ ならない。 

c) 試験 中に， ダミー 及び 保護 装置の 挙動 を 観測し， 呼び 質量 15 kg の ダミー を 使用す る 場合に は， 頭部 及び 胸部の 加 

速度 を 測定す る。 

d) 試験 後， 7/7.3 の b) によって バックルの 解離 力 試験 を 行い， さらに， その後， 保護 装置の 各部の 破壊， 有害な き 
裂， 変形な どの 発生 状況 を 調べる。 

7.9.4 試験の 記録 試験の 記録に は， 次の 事項 を 記載す る。 

a) 台車の 衝突 速度 

b) 台車の 加速度 又は 減速 度の 波形， 最大 加速度 又は 最大 減速 度 

c) 呼び 質量 15 kg の ダミーの， 頭部 重心 位置の 三軸 方向の 加速度 又は 腹部から 頭部に 向かう 胸部 加速度の 垂直 成分， 
胸部 重心 位置の 三軸 方向の 加速度， 合成 加速度の 波形， 最大 合成 加速度 及び 最大 許容 値 を 超えた 場合の 持続 時間 

d) ダ ミ 一の 挙動 及び 移動 量， 並びに 保護 装置の 最大 傾斜角 

e) バックルの 解離 力 

f) 保護 装置の 破損， 有害な き 裂， 変形な どの 有無 

g) 試験 装置の 形式 - ' 

h) ダミーの 製造業 者 名， 形式 及び 実質 量 
7.10 ロック オフ デバイス 試験 

7.10.1 クラス A デバイスの 試験 クラス A の ロック オフ デバイスの 試験 は， 次に よる。 

a) 保護 装置と その 保護 装置が 意図す る 最も 大きな ダミー を 図 6 に 示す とおりに 設置す る。 使用す るゥェ ビング は， 付 
図 7 による。 

b) ロック オフ は 完全に 作用す る ものと し， ベルト が ロック オフ を 始める 部分に 印 を 付け る 。 

c) D リング を 介して ベルトに 荷重 ゲージ を 取り付け， 区分 W2 の 最も 重い ダミーの 体重の 2 倍 （±5 %) に 相当す る 荷重 
を 1 秒 間 加 える。 下 の 位置 について は A 位置 における ロック オフ を 用い， 上の 位置 に ついて は B 位置 に おける ロック 
オフ を 用いる。 

d) さらに， 荷重 を 9 回 加える。 ベルトが ロック オフ を 開始す る 部分に， さらに 印 を 付け， 二つの 印の 間の 距離 を 測定 

する。 

e) この 試驗中 は， 卷取 装置 は ロックし ていない 状態と する。 
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巻 取 装置 
\ 



15 kg ダミー 



口 ッ ク才フ デバイス 



試験 用シー 卜. 



ラップ ベル 卜 



保護 装置 




シ ョルダ ベル 



"D" リ ング 



図 6 クラス A の ロック オフ デバ ィ ス 試験 



7.10.2 クラス B デバイスの 試験 クラス B の ロック オフ デバイスの 試験 は， 次に よる。 

a) 保護 装置 を ぐらつきの ないように しっかりと 固定し， 製造業 者の 説明書に 記載され た 取り回しに 従って， 付図 7 に 
規定す るゥェ ビングが ロック オフと フレーム を 通過す るよう にす る。 ベルト は， 図 7 に 示す 試験 装置 を 通り， 5.25 土 
0.05 kg のお もり を 取り付ける。 おもりと フレームから ゥェ ビングが 出る 点との 間の ゥェ ビングの 自由 長 は， 650 土 
40 mm とする。 

b) ロック オフ は， 完全に 作用す る ものと し， ベルトが ロック オフ を 始める 部分に 印 を 付ける。 

C) おもりが 25±1 mm の 距離 を 自由に 落下す るよう， おもり を 持ち上げ， 解放す る。 車内での 保護 装置の 急な 動き を 
シ ミュレ 一 卜する よう， 毎分 60± 2 サイ クルの 頻度で これ を 100±2 回 繰り返す。 

d) ベルトが ロック オフ を 開始す る 部分に， さらに 印 を 付け， 二つの 印の 間の 距離 を 測定す る。 

e) ロック オフ デバイス は， 15 kg ダミー を 取り付けた 状態の ゥェ ビング 全幅 を カバ一 しなければ ならない。 この 試験 
は， 通常の 使用 時 同様の ゥェ ビング 角度 を 用いて 行い， ラップ ベルト 部の 自由 端 は 固定す る。 動 荷重 試験で 使用 
さ れる 試験 用 シートに 当該 保護 装置 をし つ か り 固定した 状態で 試験 を 行う。 口一 ディン グ ストラップ をシ ミュレ 
一 卜された バックルに 取り付けても よい。 



備考 1. おもりの 落下 高さ は， 25inm とする。 

2. ローラー 棒から ローラ一 ガイドまでの 距離 は， 300 mm とする。 

3. 付図 7 に 示す とおりの シートベルト 用 に 規定 している ゥェ ビング を 使用 す る 。 
7.11 卷取 装置の 試験 

a) 卷込カ 試験 卷込カ 試験 は， JIS D 4604 の 7.8 の （1) (卷込 力の 試験） に 規定す る 方法に よって， c) の 試験の 前 及 
び 後で 行う。 

b) 緊急 ロック 試験 緊急 ロック 試験 は， J1S D 4604 の 7.8 の （2) (緊急 ロック 試験） に 規定す る 方法に よって， りの 



保護 装置 フレー 厶と ロック オフ デバイスへ 




図 7 クラス B の ロック オフ デバ ィ ス 試験 装置の 配置 
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試験の 前 及び 後で 行う。 ただし， ゥェ ビングの 位置 は， 300 mm を卷き 込んだ 位置と する。 また， 卷取 装置の 取 付 
け 角度 は， 製造業 者の 指定す る 取 付け 角度と する。 

c) 耐久性 試験 耐久性 試験 は， J1S D 4604 の 7.8 の （4) (耐久性 試験） に 規定す る 方法で 行う。 

表示 保護 装置に は， 容易に 消えない 方法で 見やす い 箇所に， 他の 基準な どで 規定され ている 事項 以外に， 次の 

事項 を 表示す る。 

a) 保護 装置の 区分， 及び 年少者の 体重 範囲。 

b) 自動車の シー ト への 取 付け 方法 及び シー ト ベル ト の 種類 
C) 製造業 者 名 又は その 略号 

d) 製造 年 又は その 略号 

e) 製造番号 

f) 製造業 者の 取扱説明書の 当該 保 5£ 装置 上の 所在 位置 

g) 保 は 装置の シートベルトの 通し 位置 力、、， 前向きと 後向きと で 異なる 場合 は， その 違い を 色分けに よって 明確に マ 

—キングし なければ ならない。 

なお， そのと きに 使用す る 色 は， 保護 装置 を 前向きに 取り付ける 場合 は 赤色， 後ろ向きに 取り付ける 場合 は 青 
色と し， 容易に 変色 及び 消えない ものと する。 

h) 後向きの 年少者 用 シートの も;;' 合， 子供の 頭部に 近接した 場所で， 力つ， 目視 可能な 位置に， 図 8 に 規定す る 警告 ラ 
ベル を 永久 的に 取 り 付けなければ な ら ない。 



ラベルの 最小 サイズ ： 60X 120 mm 

白地に 黒の 図画 白地に 黒の 文字 



ラベル 外枠. 縦横 線 は 黒 黄 地に 黒の 文字. 

白地に 赤の 丸と 線 \^ シン ポル 














A 警告 






後 向 き チ ャィ J レ ドシ一 トを ， エア/ く ッグの 付 し 、た 
フロント シートに 取り付けな いこと。 

死亡 又け 《 ，に 至る 可能性が あります。 









図 8 警告 ラベル 

i) その他の 必要事 項 

例 1, 補助 ベルトが ある 場合 

この 年少者 用 シート は， 補助 ベルト だけで 固定し ないで ください。 
例 2. 後ろ向き 年少者 用 シート 

この 年少者 用シー ト は， エア バッ グの 付いた フロン ト シー ト に 取り付けな いこ と。 

9. 取扱説明書 保護 装置に は， 他の 基準な どで 規定され ている 事項 以外に， 次の 事項 を 記載した 取极 説明書 を 添付 
する。 

a) 危険 防止 方法 

例 1. 保護 装置 は， 年少者 を 着座 又は 寝かせて いないと きで も シートベルト によって 確実に 固定して お くこと。 
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固定して いない 場合に は， 衝突 時に 保護 装置が 飛び出し， 同乗者に 傷害 を 与える おそれが あります。 
例 2. この 力 一^^^ C ッ ドは， 年少者の 頭が 自動車の ドア 側に ならない ように 中央部 付近に 取り付けて ください。 
例 3. 後ろ 向 き • 前 向 き 兼用の 年少者 用 シー ト の 場合 

展開した エア バッ グと 後ろ向き にした シー ト との 接触に よって， 子供に 傷害な どが 起こる おそれが あるの 
で， 後ろ向きで 年少者 用シー ト を 使用す る 場合に は， エア バッ グの 付いた フロン ト シー ト に 取り付けない 
でく ださい。 
例 4. 後ろ向き 年少者 用 シートの 場合 

展開 し たェ アバ ッ グ と 後ろ 向 き シートと の 接触に よって， 子供に 傷害な どが 起こ るお そ れがぁ るので， こ 
の 年少者 用シー ト を 使用す る 場合に は， エア バッ グの 付いた フロン ト シー ト に 取り付けな いでぐ ださい。 

b) 年少者 保護 装置に は， 保護 装置 上に 製造業 者の 取扱説明書 を 保管す る 場所 を 設ける ものと する。 

c) 保全の 方法 

d) 交換の 時期 



シート バックの 表面 に ほほ'' 平行 な 線 




備考 図 は， ユニバーサル [I] 型 年少者 保護 装置の 試験 を 示す。 ユニバーサル 
[11] 型 年少者 保護 装置の 場合 は， シートベルト ではなく， コネクタ 力 S 、試 
験 用シー 卜の シ一 ト バイ ト アン カレッジに 固定され ている。 
付図 1 後ろ向き 幼児 用シー 卜の 動 荷重 試験に おける 状態 
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シート バックの 表面 に ほぼ 平行 な 線 



引 張り 方向 




備考 図 は， ユニバーサル [I] 型 年少者 保護 装置の 試験 を 示す。 ュ ニノ 〈一 サル [II] 型 年少者 保護 装置の 
試験 をす る 場合 は， 試験 用 シートの シート バイト アン カレッジに 固定す る ことと し， 図 中の シー 
ト ベルト は 使用し ない ものと する。 ユニバーサル [III] 型 年少者 保 鱧 裝置を 試験す る 場合 は， 付図 
2 による 試験 及び ユニバーサル [ 11 ] 型 年少者 保護 装置 による 試験 を それぞれ 行う ことと する。 
付図 2 バックルの 解離 力 試験 方法 
力 . ^ 




フ 



調節 装置 



縫い付けた ス トラップ 




緊張 位置 弛緩 位置 

備考 荷重の 揺動 及び ス トラ ッ プの ねじれが ないよう に， 試験 装置 上の 50±0.5 N の 
荷重 を 垂直に ガイドす る。 取 付け 装置 は， 50 N の 荷重に 対して， 車両 内と 同 
じ 方法で 固定す る。 

付図 3 マイクロ スリップ 試験 
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単 lii 



長方形 フォーム ブロック 
セクション A - A ， 
寸法 800X575X135 




長方形 フォーム ブロック 
セクション B - 巳， 
寸法 800X530X70 



60 
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単位 



アルミニウム 板 
厚さ ： 2±0.1 mm 

曲げ 試験 ： 15 土 r 
点線に 沿って 曲げる。 



543 
67.5 ,123 



530 



試験 用 シートの シート クッション 用 b) 試験 用 シートの シ一 トバック 用 
付図 5 アルミニウム 底 板の 寸法 



阜位 mm 



被覆 材に線 を 引く, 





〇s I 



付図 6 被覆 材の 寸法 
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単位 mm 




備考 1 



P〜A1 の 間の 距離 は， ゥェ ビングの 中心 線に 平行に 測定して 2 190±5 mm とす 
る。 このと き， 卷取 装置の スプールに 巻かれて いる ゥェ ビングの 長さ は， 150 士 
5 mm とする。 

卷取 装置 付き ベルトに 対する ス トラップ 要件 は， 次のと おり とする。 
材質 ： ポリ エステル 一 幅 ： 10 000 N の 荷重 下で 4 8±2 mm 
一 厚さ ： 1.0±0.2 mm 

― 伸度 ： JIS D 4604 に 適合して いるもので， 10 000 N 
の 荷重 下で 8 ±2 % 
a) 口 ック 式卷取 装置 付き 三 点 式シ一 ト ベル ト 及び 二 点 式シー ト ベル ト 



A-A 




/ (に〃 へま: 




h) Al， A2( 標準 アン カレッジ プレート） 

付図 7 シート ベル ト 







in 



Tt 

A 



z:^ 匸:: i 
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単位 mm 



TT 

A 



7? = 10 ノ 



1 




iy/////J 


も 


ンノノ /ノ ノバ 






19 
48 





c) C (中間 部品） 



T 

リ A 


し- 1 




-ヌ; 





5l7 



単位 mm 




備考 1. 2 点 式 シートベルト を 用いる 場合 は， 次のと おりと する。 取 付け 寸法 
は， 付図^^にょる。 
1.1 2 点 式 シートベルトの アン カレッジ は， A と B に 取り付ける。 
2. 口 ッ ク式卷 取 装置 付き 3 点 式 シ一ト ベルト を 用いる 場合 は， 次のと おり 

とする。 取 付 寸法 は， 付図 8 による。 
2.1 ベル ト アンカ レツ ジ A1 は， 台車の アン カレ ッ ジ B0 (ァゥ ト ボー ド） に 
取り ィ寸 ける。 

2.2 ベル ト アン カレッジ A2 は， 台車の アン カレッジ A (ィ ンポ一 ド） に 取り 
付ける。 

2.3 ベルト ピラル-— プ P は， 台車の アン カレッジ C に 取り付ける。 
2.4 ベルト 卷取 装置 F は， 台車の アン カレッジ F に 取り付ける。 
2.5 試験 用 シートに は， 付図 7 の a) に 示す ロック 式卷取 装置 付き ベルト を 
取り付ける こと。 

d) P (ピラル ープ） 

単位 mm 




e) 試験 用シー トの 立体 図 
付図 7 シー ト ベルト （続き） 
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取 付け 部 付近の 拡大 図 




備考 1. D 及び E は， シート バイト アン カレッジ バ一 の 位置 を 示す。 

2. シ一ト バイト アン カレッジ バ一 は， 直径 6±0.1 mra， 長さ 30 mm とする。 
付図 8 シ一 ト ベルト 取 付け 部 及び シー ト バイ ト アン カレッジ バーの 取 付け 部と 取 付け 部 付近の 拡大 図 
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備考 台車の 加速度 又は 減速 度の 波形 は， 図 中の 斜線 部内に なければ ならな 
レ、。 ただし， 波形 立 上がりの 作用 時間軸 上の 原点 は， 図に 示す 作用 時間 
軸の ms の 点に 一致し なくても よい。 

付図 10 台車の 加速度 又は 減速 度の 許容範囲 




加 Jlsxis し ^ 
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附属 書 (規定） 自動車 用品 一 J1S 
年少者 保護 装置 （1996 年 規格） D 040 1-1996 

Automotive accessories 一 Child restraints 



序文 この 附属 書の 適用 期限 は， 2002 年] 2 月 31 日までと する。 



1. 適用 範囲 この 規格 は， 自動車に よる 交通事故 などの 際に， 乗車して いる 年少者 を 傷害から 防護し， 又は 傷害 を 
軽減す る ために， 自動車の シー ト 上に 取り付けて 使用す る 年少者 保護 装置 （'） （以下， 保護 装置 と い う。） について 規定す 
る。 

注 （'） 年少者 を 着座 又は 寝かせて， 拘束 及び/又は 位置付ける ために， 自動車に 備えられ ている シ一ト ベルト を 用 
い， 自動車の シート 上に 取り付けて 使用す る 装置。 ただし， 年少者 用 ベルト 単独で 使用す る もの を 除く。 
備考 この 規格の 引用 規格 を， 次に 示す。 

,nS D 0201 自動車 部品 一 電気め つ き 通則 

JIS D 0202 自動車 部品の 塗 膜 通則 

JIS D 0204 自動車 部品の 高温 及び 低温 試験 方法 

JIS D 1050 自動車の 衝撃 試験に おける 計測 

JIS D 1201 自動車 室内 有機 資材の 燃焼 性 試験 方法 

JIS D 4601 自動車 部品 ーシー ト ベル 卜 

J1S K 6301 加硫 ゴム 物理 試験 方法 

JIS K 6401 クッション 用 軟質 ウレタンフォーム 



2. 用語の 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， 次のと おりと する。 

( 1 ) 年少者 体重が 36 kg 以下の 新生児 • 乳児 '幼児 * 学童な どの 総称。 

(2) 保護者 同乗して いる 年少者 を 保護す る 立場に ある 者。 

(3) 前向き 自動車の 前進 方向に 対して， 同 方向の 向き。 

(4) 後ろ向き 自動車の 前進 方向に 対して， 逆 方向の 向き。 

(5) 乳児 用べ ッ ド 主として 乳児 を， 連続した 面 上に あお 向き 又はう つぶせに 寝かせた 状態に して， 拘束 及び/又は 
位置付ける ようにす る 保 置。 

(6) 幼児 用 シート 主として 幼児 を， シ一ト ベルトに よって 直接 拘束し ない もので， 次に 示す ものに よって， 後ろ 
向き 若し く は 前向きに 拘束 及び/又は 位置付け るよ う にす る 保護 装置。 

(a) インパクト シールド （2) 

(b) ィ ン パク ト シールドと 補助 シー ト （ 3 ) との 組合せ 

(C) ィ ン パク ト シールド 及び 補助 シート と 年少者 用 ベルト との 組合せ 
(d) 年少者 用 ベルト と 補助 シ一 ト との 組合せ 

注 正面衝突の 際に 年少者の 前方 移動 を 制限す るた めに， 年少者の 正面に 取り付けて 衝撃 を 緩和す るた め 
に 用いる 装置。 

(つ 自動車の シート 上に 乗せ， 幼児 を 着座させる ために 用いる もので， シ一ト クッション 又は シ一 トク ッ 
シ ヨンと シー ト パッ ク と を 備えた も の。 
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( 7 ) 学童 用 シート 主として 学童 を， 自動車に 倔 えられて いる シートベルト で 直接 拘 束で きる ようにす るた めに， 
適切に 拘束 及び/又は 位置付け るよう にす る 保護 装置。 

(8) 年少者 用 ベルト 保護 装置の 一部分で， ゥェ ビング， バックル， 長さ 調節 具な どで 構成し， 年少者 を 拘束す る 

もの。 

(9) 補助 ベルト シートベルト によって， 自動車の シート 上に 取り付けた 保護 装置 を， 更に 安定 させて 脱落 防止 を 
助ける ために， 自動車の シート バックな どに 固定す るた めに 用いる ベルト。 

備考 この 補助 ベルト だけで は， 交通事故 などの 衝撃の 際に， 保護 装置 を 確実に 保持す る こと はでき ない。 

(10) 装置 本体 年少者 用 ベル ト 以外の 保護 装置の 主体と なる 咅 IS 分。 

(11) シート クッション 保護 装置の 一部分で， 腰部 を 収容す るよう に 意図され た 座 面の 部分。 

(12) シー トバッ ク 保護 装置の 一部分で， 頭部 及び 胴 部 を 収容す るよ う に 意図され た 背 もたれの 部分。 

(13) 側面 サポート シート バック を 備えた 保護 装置の 一部分で， 頭部の 横 移動 を 防ぐ 支え。 

(14) また (股） ベル ト 子供の こ （股） 間 を 通る 拘束 部材。 

(15) ダミー 年少者に 類似した 人体模型。 

(16) ダミーの 胴 部 保護 装置の 着座 面と ダミーの 肩の 最上 部との 間にある 着座 状態の ダミーの 身体 部分。 ただし， 
ダ ミ 一の 上肢 及び 下肢の 部分 は 除く 。 

(17) 接触 面 保護 装置に ダミー を 正規の 状態で 着座 させた ときに， ダミーの 頭部 及び 胴 部が 接触す る 装置 本体の 表 

面。 

3. 種類 及び 区分 

3.1 種類 保護 装置の 種類 は， 表- 1 のとお りと する。 

表 1 保護 装置の 種類 



種類 


記号 


乳児 用べ ッ 


K 


N 


幼児 用シー 


ト （"■) 


Y 


学童 用シー 


卜 


G 



注 ひ） 前向き， 後ろ向き 及び それら 
の 兼用が ある。 

3.2 区分 保 謹 装置の 区分 は， 適用す る 年少者の 体重 範囲に よって， 表 2 のとお りと する。 



表 2 


保護 装置の 区分 

単位 kg 


区分 


年少者の 体重 範囲 


W1 


10 未満 


W2 


9 以上 ].8 以下 


W3 


15 以上 25 以下 


W4 


22 以上 36 以下 



3.3 種類と 区分との 組合せ 保護 装置 は， 表 1 の 種類と 表 2 の 区分との 組 M によって 使用に 適した ものにする。 ただ 
し， 種類 Y と 区分 W1 との 組合せ は， 後ろ向き だけと し， 種類 G と 区分 W1 との 組合せ 及び 種類 G と 区分 W2 との 組合せ 
は， して はならない。 
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4. 性能 

4.1 保護 装置の 耐食 性 保護 装置の 金属 部分に めっき 又は 塗装 を 施した 場合に は， その 有効 面 は， 6.3 に 示す 方法に 
よ つ て 試験した と き に， JIS D 2 01 の 5. 4 ( めっきの 耐食 性） 又は， JIS D OSO 2 の 3.5( 耐食 性） に 規定す る 判定 基準に 
適合し なければ ならない。 
4.2 保護 装置の 耐熱性 

4.2.1 装置 本体 装置 本体の 耐熱性 は， 6.4.1 に 示す 方法に よって 試験した ときに， 機能 及び 強度 を 必要と する 部分に 

は， 著しい 変形， 損傷， ベた つきな どが あって はならない。 

4.2.2 年少者 用 ベルト 年少者 用 ベルトの 耐熱性 は， 6..4.2 に 示す 方法に よって 試験した ときに， 機能 及び 強度 を 必要 
とする 部分に は， 著しい 湾曲， 損傷な どが あって はならない。 

4.3 有機 資材の 燃焼 性 保護 装置 を 構成す る 有機 資材 は， 6.5 に 示す 方法に よって 試験した ときに， JIS D 1201 の 
6.7 (燃焼 性 区分） の 遅 燃 性 又は 自消 性に 適合 し なければ な ら な い。 
4.4 年少者 用 ベルトの 性能 

4.4.1 ゥェ ビング ゥェ ビング は， 次のと おりと する。 

(1) 引 張 強さ は， 6.6. 2 に 示す 方法に よって 試験した ときに， 表 3 のとお りと する。 

表 3 ゥェ ビングの 引 張 強さ 



単位 kN 


区分 


引 張 強さ 


及び 


3.6 以上 


W3 


5.0 以上 


W4 


7.3 以上 



(2) 耐 摩耗 性 は， 6.6.4 に 示す 方法に よって 試験した ときに， 引 張 強さが 試験 前の 値の 75 % 以上と する。 
4.4.2 バックル ノ ズック ルは， 次のと おりと する。 

(1) 耐久性 は， 6.7.2 に 示す 方法に よって 試験した ときに， バックルに 損傷， 摩耗な どがない こと。 

(2) 解離 力 （バックル を 解き 離す のに 要する 力） は， 次のと おりと する。 

(a) 6.7.3 の （1) に 示す 方法に よって 試験した ときに， 40 N 以上で ある こと。 
( b ) 6.8 に 示す 試験 中に お い て， バック ルが 解離 しない こと。 
(c) 6.7.3 の （2) に 示す 方法に よって 試験した と きに， 80 N 以下で ある こと。 
4.5 保護 装置の 動 荷重 性能 

4.5.1 保護 装置 全般 6.8 に 示す 方法に よって 試験した ときに， 強度 保持 機能 を もつ 各部 は 破壊す る ことなく， 年少 
者に 傷害 を 与える よ う な 有害な き 裂， 変形な ど を 生じて はならない。 

4.5,2 乳児 用 ベッド 6.8 に 示す 試験 中に おいて， ダミーの 頭部 及び 胴 部の いかなる 部分 も， 乳児 用 ベッド 内に 保持 
されて いなければ ならない。 ただし， リバウンド 時には， 一時的に ダミ一 の 頭部 及び 胴 部の 一部が 乳児 用 ベッドから 
出ても よいが， 静止状態 となった ときには， 乳児 用べ ッ ド 内に 保持され ていなければ ならない。 
4.5.3 後ろ向き 幼児 用シー ト 6.m こ 示す 試験 中に おいて， 次のと おり でなければ ならない。 

(1) ダミーの 挙動 ダミ一 の 挙動 は， 次のと おりと する。 

(a) ダミーの 頭部 重心 位置 は， 付図 1 に 示す 幼児 用シー ト の 上部 挙動 限界 線 を 越えない こと。 

(b) ダミー は， 装置から 放出され ない こと。 

(2) シー トバックの 最大 傾斜角 シー トノ ベ、 ッ クの 表面と 铅 直面との 成す 角度 は， 付図 1 に 示す よ う に， 60 度 を 超えな 
いこと。 
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4.5.4 前向き 幼児 用 シート 6.m こ 示す 試験 中に おいて， 次のと おりで なければ ならない。 

(1) 合成 加速度 呼び 質量 15 kg の ダミーの 頭部 及び 胸部の 合成 加速度 は， 次のと おりと する。 ただし， リバウンド 
時の 合成 加速度 を 除く。 

( a ) 頭部 合成 加速度 ダ ミ 一の 頭部 重心 位置に 三軸 方向に 取り 付けた 加速度計に よ つ て测定 した 合成 加速度 は， 

785 m/s 2 を 超えない こと。 ただし， 持続 時間が 3 ms 以下の もの は 除く。 
(b) 胸部 合成 加速度 ダ ミ 一の 胸部 重心 位置に 三軸 方向に 取り 付けた 加速度計に よ つ て 測定した 合成 加速度 は， 

588 m/s 2 を 超えない こと。 ただし， 持続 時間が 3 ms 以下の もの は 除く。 

(2) ダミーの 挙動 ダミーの 挙動 は， 次のと おりと する。 

(a) ダミーの 頭部 重心 位置の 前方への 移動 量 は， 付図 3 の 試験 用 シートの Z 点 を 通る 鉛直線に 対し， 直角 方向に 測 
つて， 600 mm 以下の こと。 

(b) ダミーの ひざ (膝) 部 関節 支点の 前方への 移動 量 は， 付図 3 の 試験 用 シートの Z 点 を 通る 鉛直線に 対し， 直角 方 
向に 測って，' 700 mm 以下の こと。 

(C) ダミー は， 装置から 放出され ない こと。 
4.5.5 学童 用シー ト 6.8 に 示す 試験 中に おいて， ダミー 又は 装置 本体が シー トべ ノレ ト から 放出され て はならない。 

5. 構造 及び 寸法 

5.1 一般 構造 保護 装置の 一般 構造 は， 次のと おりと する。 

(1) 自動車の シート 上に， その 自動車に 付いている シートベルトで 容易に 固定 及び 着脱で き， 急 ブレーキ， 交通 事 
故な どの 衝撃に よって， 大きく 移動 又は 転落し ない 構造と する。 

なお， 保護 装置の 固定 を 更に 安定させる ための 補助 ベルト はあって もよ い。 

(2) 自動車の シート バックに つり 掛けたり， シート クッションと シート バックとの すきまに， 保護 装置の 脚部な ど 
の 一部 を 差し込む よ う な 構造であって はならない。 

(3) 乳児 用 ベッド は， 乳児 を 自動車の 進行 方向に 対して， 横向きに 拘束 及び/又は 位置付ける 構造と する。 

(4) 年少者 を 容易に 保護 装置 内に 拘束 及び/又は 位置付けが でき， 緊急 時には， 保 |濩 者 又は 第三者に よって 容易に 救 
出で きる 構造と する。 

(5) 通常の 使用 状態で， 年少者に 不快 感を 与えない ような 構造と する。 

(6) 急 ブレーキ， 交通事故 などの 衝撃の 際に， 年少者 を 傷害から 防護し， 又は 慯害を 軽減し， かつ， 同乗者に 傷害 
を 与える おそれが 少ない 構造と する。 ， 

(7) 自動車の シート 及び シ一 卜べ ノレ ト を 損傷し ない 構造と する。 

(8) 各 構成 部 材の取 付 部， 連結 部な ど は， 確実に 取 付け 义は 連結され ている ものと する。 

(9) 年少者 用 ベル 卜 を 備え， かつ， 前向きで 使用され る 幼児 用 シ一ト に は， また ベルトが 付いている 構造と する。 
5.2 装置 本体 

5.2.1 形状 • 寸法 装置 本体 は， 年少者の 胴 部， 特に 腹部な どの 身体の 弱い 部分に 過度の 圧迫 を 与えない ように， 適 
用す る 年少者に 適した 形状 • 寸法と し， 次のと おりと する。 

( 1 ) シー ト バッ クがぁ る もの は， シー ト バッ クの 高さ 及び 年少者の 頭部が 接する 部分 （以下， 頭部 部分と い う 。） の 幅 
は， 次のと お り とする。 

(a) シート バックの 高さ は， 図 1(a) に 示す ように， 直径 200 mm の 円 板 を シート クッションと シ一 トバック とに 
接する ように 置き， 円 板と シート クッシ ョ ン との 接点から シート バッ クの 表面に ほぼ 平行な 線 上で 測定して， 
表 4 の 値 以上と する。 

なお， 円 板と シート クッションとの 接点が 2 か 所以 上 ある 場合に は， それらの 接点のう ち， 装置 本体の 底面 
に 最も 近い 接点から 測定す る。 
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また， 円 板と シート クッションとの 接点が 特定で きない 場合に は， 装置 本体 を 平面 上に 置き， 図 1(b) に 示 
すよう に， 半径 100 mm 以上の 曲面が， 装置 本体の 底面に 平行な 線に 接する 点から 測定す る。 

表 4 シ一 トバックの 高さ 

単位 mm 



区分 


シー トノ 、、ッ クの 高さ 


Wl 


450 


W2 


500 


W3 


550 


W4 


650 



図 1 シート バックの 高さ 測定 

単位 mm 




(b) 頭部 部分の 幅 は， 表 4 の シート バックの 高さの 位置で 水平 方向に 測り， 装置 本体の 縦 中心 線から 左右に それ ぞ 
れ 100 mm 以上と する か， 又は 年少者の 頭部の 横 移動 を 防止す るた めの 側面 サボ一 トを 設ける。 側面 サポート 
の 内側 寸法 は， 装置 本体の 縦 中心 線から 左右に それぞれ 75 mm 以上と し， サポートの 突出し は， 被覆 材 表面 
から 100 mm 以上と する。 

(2) シート バックがない 装置 本体の シート クッションの 高さ は， 図 2 に 示す ように， 直径 200 mm の 円 板 を 装置 本体 
と 測定 用 シートと に 接する ように 置き， 円 板と 装置 本体 と の 接点の 測定 用 シ一 ト 座 面 か らの 高さ を 測定して， 
表 5 の 値 以下と する。 



表 5 


シー ト クッシ ョ ンの 高さ 




単位 mm 


区分 


シー ト クッシ ョ ンの 高さ 


W2 


200 


W3 


150 


W4 


100 
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図 2 シート クッションの 高さ 測定 

単位 mm 




5.2.2 接触 面の 被覆 接触 面 は， 年少者の 使用に 適し， かつ， 柔軟な 材料で 適切に 覆う。 

5.2.3 パッ ド材 乳児 用べ ッ ド 及び 後ろ向き 幼児 用 シートに おいて， 頭部が 接触す る 部分の 表皮と 装置 本体 内部の 構 
造 物 表面との 間にある パッ ド材の 硬さ 及び 厚さ は， 表 6 のとお りと する。 ただし， 装置 本体が， 発泡 材 構造の 場合に は 
適用し ない。 

なお， 硬さ は， 6.1 に 示す 方法に よって 測定す る。 



表 6 パッ ド材の 硬さ 及び 厚さ 



硬さ 


厚さ 


N 


mm 


110 以上 390 未満 


8 以上 


390 以上 2 160 以下 


5 以上 



5.2.4 突起 物 装置 本体の 各部 を， 6.2 に 示す 方法に よって 試験した ときに， 各部 は 内部の 構造 物に， 年少者に 傷害 
を 加える おそれが あるよう な， 局部 的な 接 触感が あって はならない。 
5.3 年少者 用 ベル ト 

5.3.1 ゥェ ビング ゥェ ビング は， 次のと おりと する。 

(1) 合成繊維 を 用い， 柔軟で 強 じんな た わみ 性が ある 細 幅 織の 帯であって， 表面 は 滑らかで 手触りが よく， 織 むら， 
きずな どが な く ， 末端に は ほ ぐれ 止め を 施す。 

(2) 幅 は， 6.6.3 に 示す 方法に よって 試験した ときに， ダミーが 接触す る 部分に おいて， 表 7 のとお りと する。 

表 7 ゥェ ビングの 幅 



単位 mm 


区分 


幅 


W1 及び W2 


25 以上 


及び W4 


38 以上 



5.3.2 バックル バックル は， 次のと おりと する。 

( 1 ) 強度 上 適切な 材料 を 用い， 表面が すべて 平滑で， 鋭利な 角， がた つきな どが なく， 体裁が 優美な こと。 

(2) 各部の 塗装 及び 表面 処理 は， 良好で， 容易に 色 あせ 又は はく 離 をし ない こと。 
( 3 ) 結合 方法 は， 保護者が 容易に 判別で き る も ので あ る こと。 

(4) 押 ボタン 式バッ クルの 押 ボタン 部 は， 保護者 又は 第三者が 容易に 押 圧で き る 形状 • 寸法と する。 
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なお， 押 ボタンの 表面 は， 赤 系の 色と する か， 又は "押す"， "PRESS" などの 文字 を 分かりやすく 表示し， 
容易に 変色 又は 消えない ものと する。 

(5) 大きさ 及び 形状 は， 着用 者に 不当な 圧力 を 加えたり， 着用 者 を 傷つけ たりす る ことがない こと。 

(6) 保護者が 片手で 取 外しが でき， かつ， 緊急の 場合に は， 保護者 又は 第三者が 容易に 外せる 位置に ある こと。 
5.3.3 長さ 調節 具 長さ 調節 具 は， ゥェ ビングの 長さ を 調節して 着用 者の 身体に 適合させる もので， 容易に 調節が で 
きる 構造と し， かつ， 衝撃 を 加えた ときで も， 調節 位置が 著しく ずれない 構造と する。 

なお， 長さ 調節 具 は， ノもン クル， 取 付 具 又は 卷取 装置と 一体で あっても よい。 
5.3.4 卷取 装置 卷取 装置 を 備える 場合に は， ロック 式卷取 装置 を 用いる。 

6. 試験 方法 

6.1 パッド 材の 硬さ 試験 ノ、。 ッド材 の 硬さ 試験 は， JIS K 6401 の 5.4( 硬さ 試験） による。 

6.2 感触 試験 感触 試験 は， 装置 本体 を 固定 又は 剛体 上に 安定 させ， 手のひらで 少なくとも 294 N の 力 を 表面から 加 
えて， 接 触感の 程度に ついて 調べる。 

6.3 耐食 性 試験 耐食 性 試験 は， JIS D 0201 又は JIS D 0202 による。 ただし， 塩水 噴 霧 時間 は， 24 時間と する。 
6.4 耐熱性 試験 

6A1 装置 本体の 耐熱性 試験 装置 本体の 耐熱性 試験 は， JISD02()4 の TSH4 種に よる。 ただし， 試験 時間 は， 24. 時 
間と する。 

6.4.2 年少者 用 ベルトの 耐熱性 試験 年少者 用 ベルトの 耐熱性 試験 は， ゥェ ビング を 除く 各部 品 を 温度 80±5 て ，相 
対 湿度 (％±5) % の雰 ffl 気 中に 2 4 時間 放置し， 引き続き 温度 80±5 ての 乾燥器に 移し， 2 4 時間 放置した 後， これ を 取り 
出し， 性能 を 妨げる 湾曲， 損傷な どの 有無 を 調べる。 

なお， 卷取 装置が ある 場合に は， 同時に 試験 を 行う。 
6.5 有機 資材の 燃焼 性 試験 
6.5.1 試料 試料 は， 次に よ る。 

(1) 試料 は， 次の いずれ かのとお りと する。 ただし， 二つ 以上の 異なる 材料が， 接着， 縫い合わせ などに よって 固 
着され ている 場合に は， 固着され た 状態で 試料と する ことができ る。 

(1.1) 試料 は， 長さ 350 mm, 幅 100 mm と し， 厚さ は 資材が 用いられる 部品の 基準 肉 厚 寸法に よって 作製す る。 部品 
の 基準 肉 厚が 12 mm を 超える 場合に は， 12 mm とする。 

(1.2) 試料 は， 製造され た 部品から 採取しても よい。 この場合に は， 以下の 方法に 従う こと。 

(a) 資材の 形状に よって， 平滑な 試料 を 採取す る ことができない 場合に は， 最も 曲面の 緩やかな 所から （1.1) の寸 
法の 試料 を 採取す る。 

(b) に 示す 寸法の 試料の 採取が 不可能で， かつ， 作製が 困難な 場合に は， できるだけ 試料 寸法に 近い 寸法に 
する。 

(2) 繊維 品な ど， 燃焼 範囲の 拡がり 方に 方向 性が ある ときには， 燃焼が 早く 進む 方向が， 試料の 長 手 方向と 一致す 
る こと。 

(3) 柔毛 を 備えた 表面 を もつ 資材の 試料で は， 長さ 25 mm 当たり 7〜8 枚の 先 を 丸めた 歯 を もつ くしで， 2 回 毛羽立 
てること。 

6.5.2 試験 方法 有機 資材の 燃焼 性 試験 は， 6.5.1 に よ る 試料 を JIS D 1201 の 6. (燃焼 試験 方法） に 示す 方法に よって 

行う。 

なお， 試験 は， 時間の 測定 を 開始 し た 後 5 分 間 経過 しても 燃焼が B 標 線に 達 し な い 場合に は， コ の 字形 取 付 具に 取り 
付けた 状態で 強制的に 燃焼の 進行 を 停止 させ， その 時点で 試験 を 終了す る ことができる。 この場合に は， 強制的な 燃 
焼の 進行 停止 作業 を 開始す るまでの 時間と， 燃焼の 進 fi^ が 停止す るまでに 試料が 燃焼した 長さ と を 測定す る。 
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6.6 ゥェ ビング 試験 

6.6.1 試験 状態 全幅の 試料 を， 温度 20±2 。C， 相対湿度 (65±2) % で 24 時間 放置した 後， 直ちに 次の 6.6.2 〜 6.6.4 
の 試験 を 行う。 

なお， 各 試料 は， 同一 条件で 製造した もの を 用いる。 
6.6.2 引 張 強さ 試験 引 張 強さ 試験 は， JIS D 4 60 4 の 7 . 4 (ゥェ ビングの 試験） の （1.1) (引 張 強さ 試験） による。 
6.6.3 幅 試験 幅 試験 は， 試料に 20 N の 引 張力 を 加え， その 幅 を 測定す る。 
6.6.4 耐 摩耗 試験 耐 摩耗 試験 は， JIS D 4604 の 7 .4 の （2.1) (耐 摩耗 性 試験） （ a ) による。 
6.7 バックル 試験 

6.7.1 試料 バックルの 耐久性 試験 及び 解離 力 試験に 用いる 各 試料 は， 同一 条件で 製造した ものと する。 
6.7.2 耐久性 試験 耐久性 試験 は， JIS D 4 604 の 7.5( バックルの 試験） の （1) (耐久性 試験） による。 
6.7.3 解離 力 試験 解離 力 試験 は， 次のと おりと する。 

(1) 初期 解離 力 試験 新しい バックル を 用い， 引 張力な どの 負荷が かかって いない 状態で， 解離 用 押 ボタンの 中心 
付近に 最大 解離 効果 を 生じる よう な 方向に 力 を 加えて， 解離す る ときの 力 を 測定す る。 

(2) 動 荷重 試験 後の 解離 力 試験 6.8 に 規定す る 試験 終了後， 次の 順序に よって 試験 を 行う。 

(a) ダミーの 姿勢 を 極力 崩さない ようにし， 付図 2 に 示す ように 両 上肢 及び 両 下肢 を ほぼ 水平に して， ひも を 付け 

る。 

(b) 付図 2 に 示す ように， 試験 用 シートの 縦断 面に ほぼ 平行で， かつ， 水平線と シ一 トバックの 表面への 垂線との 
間の 方向に ひも を 引っ張り， 表 8 の 引 張力 を 加える。 ただし， 乳児 用 ベッド 及び 後ろ向き 幼児 用 シートの 場合 
に は， 解離 力が 測定で きる ように， 保護 装置 を 動かしても よい。 



表 8 引 張力 



試験に 用い た ダ ミ 一の 呼び 質量 


引 張力 


kg 


N 


9 以下 


88 


9 を 超え 20 以下 


196 


20 を 超える もの 


ダミーの 呼び 質量に 働く 




重力に 相当す る 力 



(c) (b) の 引 張力 を 加えて いると きに， 解離 用 押 ボタンの 中心 付近に 最大 解離 効果 を 生じる よう な 方向に 力 を 加 

えて， 解離 するとき の 力 を 測定す る。 

6.8 動 荷重 試験 

6,8.1 試験 装置 試験 装置 は， 台車， 推進 装置， 試験 用 シート， ダミー 及び 測定装置から 成り， 次のと おりと する。 

(1) 台車 及び 推進 装置 は， 試験 用 シート， ダミー， シートベルト， 保護 装置な ど を 支える ために 十分な 剛性 を もち， 
それら を 取り 付けた 状態で， 6.8.3 の （ 1 ) に 示す 台車 速度 及び 加速度 叉 は 減速 度 を， 繰 り 返し 測定で き る ものと 

する。 

(2) 試験 用 シート は， 付図 3 に 示す もの を 用いる。 

(3) 試験に 用いる ダミー は， 表 2 に 示す 区分に よって 表 9 の 呼び 質量の ものと する。 
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表 9 


ダミーの 呼び 質量 

単位 kg 


区分 


ダミ一 の 呼び 質量 


W1 


7.7 又は 9 


W2 


9 及び 15 


W3 


15 及び 22 


W4 


22 及び 32 



(4) 測定装置 は， 台車 速度の 測定装置， 台車の 加速度 又は 減速 度の 測定装置， ダ ミ 一が 受け る 加速度の 測定装置， 

ダ ミ 一 及び 保護 装置の 挙動の 測定装置 か ら 成り， 次のと おりと する。 
(a) 台車 速度の 測定装置 は， 試験に 用いる 台車 及び 推進 装置に 適した ものと し， その 測定 速度の 単位 は， 0.5 km/h 
以下と する。 

(!>) 台車の 加速度 又は 減速 度 は， 台車の 前後 方向で 測定す る。 

なお， 用いる 加速度計の 最大 容量 は， 980m/s 2 以下と し， 測定装置の 周波数 特性 は， ，TISD1050 の 周波数 

クラス 60 に 適合す る こと。 ただし， 台車 速度 を 加速度 又は 減速 度から 算出す る 場合に は， 周波数 クラス 180 に 
適合す る こと。 

(c) ダミーの 頭部 及び 胸部の 重心 位置に おいて， 前後， 左右 及び 上下の 三軸 方向の 加速度 を 測定し， その 結果 か 
ら 合成 加速度 を 算出す る。 

なお， 用いる 加速度計の 最大 容量 は， 4900 m/s 2 以下と し， 測定装置の 周波数 特性 は， 頭部 重心 位置で 測定 
する もので は JIS D 1050 の 周波数 クラス 1000 に 適合し， 胸部 重心 位置で 測定す る もので は JIS D 1050(7) 

周波数 クラス] -80 に 適合す る こと。 

(d) ダミ一 及び 保護 装置の 挙動の 測定装置 は， 少なくとも 毎秒 500 こまで 撮影が でき， 挙動の 解析に 適した ものと 
する。 

なお， 撮影 装置の レンズの 光軸 は， 台車の 進行 方向に 対して 直角になる ように 合わせる。 
6.8.2 試験の 準備 試験の 準備 は， 次のと おりと する。 

(1) 減速 式の 台車で は， 台車の 進行 方向が 実車の 前方 向になる ようにし， 加速 式の 台車で は， 台車の 進行 方向が 実 
車の 後ろ 方向になる ようにす る。 

(2) 試験 用シー ト は， 試験 用シ一 トの 中央 縦断 面 を 台車の 進行 方向に 平行になる よ う に 台車 上に 固定す る。 

(3) 保護 装置 は， JIS D 4604 による シートベルト を 用いて， 次の 方法に よって 試験 用 シート 上に 固定す る。 ただ 
し， 緊急 口 ッ ク式卷 取 装置 付 三 点 式シ一 ト ベル ト 以外の シ一 ト ベル 卜 は， JIS D 4 60 4 の 4.4( ゥェ ビング） を満 
足す るゥェ ビングと， その ゥェ ビングの 張力 を 適切に 調節で き る 装置と を 組み合わせ たものに 置き換えて もよ 
い。 

(a) 乳児 用べ ッ ド 及び 幼児 用 シートの 場合に は， シートベルト を 試験 用シ一 トのシ 一ト ベルト 取 付 部に 固定し， 
新しい 保護 装置 を 試験 用 シート 上に 置き， 保護 装置 を 緊縛す る。 ただし， 補助 ベルト は 用いない。 

なお， 三 点 式シー ト ベルト 専用で ある ものに は 三 点 式シー トべ ノレ ト を 用い， それ 以外の ものに は 二 点式シ 
ート ベルト を 用いる。 ただし， 卷取 装置がない シートベルト とする。 

また， 保護 装置 を 緊縛した シ一ト ベルトの ゥェ ビングの 張力 は， 53〜67N とする。 

また， リク ライニング 装置な ど 調節 可能な 機能 を もつ 保護 装置の 場合に は， 後ろ向き 幼児 用シ一 卜で は最 
も 倒した 位置で 取り付け， 前向き 幼児 用シー ト では 最も 倒した 位置 及び 最も 起こ した 位置で 取り付け， それ 
ぞれの 位置で 試験 を 行う。 
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(b) 学童 用シー ト の 場合に は， 卷取 装置がない 二 点 式 シート ベル ト 又は 緊急 口 ッ ク式卷 取 装置 付 三 点 式 シ一ト ベ 
ノレ 卜 を 試験 用シ一 トの シート ベル ト 取 付 部に 固定し， 新しい 学童 用シー ト を 試験 用 シート 上に 置き， （4.4) ( C ) 
又は （ d ) に 示す 方法に よ つ て 緊縛す る 。 

(4) 表 9 に 従って 適切な ダミー を， 次に よって 位置付ける。 

なお， ダミーに は， 呼び 質量 7,7 kg の もの を 除き， 適切な 寸法の 綿の 衣服 を 着用させる。 

(4.1) 乳児 用 ベッドの 場合に は， 次に よる。 



a) ダミー は， あお 向きに 寝かせた 状態で， ダミーの 中央 縦断 面 を 試験 用 シートの 中央 縦断 面に 直角に 位置付け 

る。 



(!>) 年少者 用 ベルト を 備える もので は， ダミーの 縦 中心 線から 約 50 mm 離れた 腰部の 両側 部分 及び 両 肩部に ある 
ゥェ ビングと ダミーとの 間に， ゴム 板 ひ） を揷 入し， それぞれの ベルト を 78 〜： 118 N の 力で 締め付ける。 その ゴ 
ム板 は， ダミーの 両 上肢 及び 両 下肢 を 位置付けた 後に 外す。 

なお， 卷取 装置 を もった 年少者 用 ベルトの 場合に は， ダミーと ゥェ ビングとの 間に ゴム 板 を 挿入した 後， 
ゴム 板 を 取り除き 自然に 巻き込ませる。 

注 (り ゴム 板 は， 一辺が 年少者 用 ベルトの ゥェ ビングの 幅に ほぼ 等しい 正方形で， 厚さ は， 約 12 mm とし， 
硬さ は， ，TISK.6301 の 5.2( ス プリ ング式 硬さ 試験） のス プリ ング式 硬さ 試験機の A 形で 測った と きに， 
約 50 とする。 ただし， 学童 用 シートの 二 点 式 シートベルト を 用いる 試験の 場合に は， ゴム 板 は， 一辺 
が 約 50 mm の 正方形 とする。 

(4.2) , 後ろ向き 幼児 用 シートの 場合に は， 通常， 次に よる。 

(a) ダミー を 平たい 台 上に あ お 向 き に 寝か し， ダミ 一の 胴 部 中 央 付近 を 手で 押さえ， ダ ミ 一の 胴 部 を 動か ない よ 
うにして， ダミーの 両 下肢 部 を 上方に 動かし， 両大 たい （腿) 部 を 上 胴 部に， 両足 部 を 頭部に 接触 させた 後， 
ゆつ く りと 両 下肢 部から 手 を 離して， 元の あお 向きの 寝姿に 灵す。 

( b ) ダミ 一の 背 を 幼児 用 シ一ト の シート バック に 接触す るよう にして， ダミー を 位置付け る 。 
なお， 年少者 用 ベルト を 備える もので は， （4.1)(b) によって 調節す る。 

また， ダミーの 頭部が 適切な 位置に こない ときには， ダミーの 顔面と 幼児 用シ 一卜の シ -- トバックと を 紙 
' 製 粘着 テープで 止め， ダミー 頭部 を 適切な 位置に 調節す る。 
(c) ダミ 一の両 上肢 を 可能な 限り 上方 垂直 方向に 伸ばし， 次の 両 上肢の 一部が 共に 装置 本体 又は 試験 用シ一 ト の 
表面に 接触す るまで， 下方に 動かす。 

(4.3) 前向き 幼児 用 シートの 場合に は， 次に よる。 

(a) ダミ一 の 頭部の 中央 縦断 面 を， 装置 本体の 中央 縦断 面に 一致 させて， ダミー を 装置 本体 内の 着座 位置に 座ら 
せる。 

(b) ダミーの 両 上肢 を 可能な 限り 上方 垂直 方向に 伸ばし， 次に 両足 関節 を 直角の 状態に し， 両 下たい 部と 両大た 
い 部と を 共に 可能な 限り 前方 水平 方向に 伸ばす。 

(e) 装置 本体の 着座 面から ダミー を 少し 浮かした 状態と し， 100 cm 2 の 面積 を もつ 正方形の 平板 を 下腹部に 当て， 
試験 用 シートの シート バックの 表面に できるだけ 直角 方向に， その 平板に 177 N の 力 を 加えた 後， その 力 を 取 
り 除き， ダミーの 姿勢 を 極力 崩さない よう に 装置 本体の 着座 面に 自然に 下ろして 座らせ， その 平板 を 胸部の 
中央部に 当て， 同じ 方向から 同じ 力 を 加える。 

((1) 年少者 用 ベルト を 備える もので は， （4:.l)(b) によって 調節す る。 

( e ) ダ ミ 一の 両 上肢 及び 両 下肢 を ダ ミ 一の 中央 縦断 面に 平行に， 両 上肢 及び 両 下肢の 一部が 共に 装置 本体 か， 又 
は 試験 用 シートの 表面に 接触す るまで， 下方に 動かす。 

(4.4) 学童 用シ 一卜の 場合に は， 次に よる。 

(a) ダミーの 頭部の 中央 縦断 面 を， 装置 本体の 中央 縦断 面に 一致 させて， ダミー を 装置 本体 内の 着座 位置に 座ら 
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せる。 

(b) ダミーの 両 上肢 を 可能な 限り 上方 垂直 方向に 伸ばし， 次に 両足 関節 を 直角の 状態に し， 両 下たい 部と 両大た 
い 部と を 共に 可能な 限り 前方 水平 方向に 伸ばす。 

(e) 緊急 ロック 式卷取 装置 付 三 点 式 シートベルト を 用いる 試験で， シート バックがない 場合に は， 試験 用 シート 
のシー ト ノぐン クと ダミーの 背部との 間に， シ一 トバック を もつ 場合に は， シー ト ノくッ クと ダミーの 背部との 
間に， 厚さ 25 mm, 幅] 00 rnm, 長さ 300 mm の 平板 を揷 入した 後， 装置 本体の 着座 面から ダミー を 少し 浮か 
した 状態と し， 100 cm 2 の 面積 を もつ 正方形の 平板 を 下腹部に 当て， 試験 用 シートの シート バックの 表面に で 
きる だけ 直角 方向に， その 平板に 177 N の 力 を 加えた 後， その 力 を 取り除き， ダミーの 姿勢 を 極力 崩さない よ 
う に 装置 本体の 着座 面に 自然に 下ろして 座らせ， その 平板 を 胸部の 中央部に 当て， 同じ 方向から 同じ 力 を 加 
える。 この 後， シートベルト を 着用 させ， （4.4) (e) によって ダミーの 両 上肢 及び 両 下肢 を 位置付けた 後， ダ 
ミーの 背部の 平板 を 外す。 

(d) 二 点 式 シートベルト を 用いる 試験の 場合に は， ダミ一 を 装置 本体の 着座 面から 少し 浮かした 状態と し， 100 cm 2 
の 面積 を もつ 正方形の 平板 を 下腹部に 当て， 試験 用シー 卜の シート バッ クの 表面に できるだけ 直角 方向に， 
その 平板に 177 N の 力 を 加えた 後， その 力 を 取り除き， ダミーの 姿勢 を 極力 崩さない ように 装置 本体の 着座 面 
に 自然に 下ろして 座らせ， その 平板 を 胸部の 中央部に 当て， 同じ 方向から 同じ 力 を 加える。 この 後， シート 
ベル ト を 着用 させ， ダ ミ 一の 縦 中心 線 か ら約 50 mm 離れた 腰部の 両側 部分に ある ゥェ ビングと ダミーと の 間 
に ゴム 板 を 挿入し， ベルト を 53〜67 N の 張力で 締め付けて， （4.4) (e) によって ダミーの 両 上肢 及び 両 下肢 を 
位置付けた 後， ゴム 板 を 外す。 

(e) ダミーの 両 上肢 及び 両 下肢 を ダミーの 中央 縦断 面に 平行に， 両 上肢 及び 両 下肢の 一部が 共に 装置 本体 又は 試 
験 用 シートの 表面に 接触す るまで， 下方に 動かす。 

6.8,3 試験 6.8.2 に 示す 方法に よって 試験の 準備 を 行った 後， 次に 示す 条件に よって 試験 を 行う。 

( 1 ) 台車 速度 及び 台車の 加速度 又は 減速 度 は， 次に よ る。 
(a) 台車 速度 は， 50_g km/h とする。 

( b ) 台車の 加速度 又は 減速 度の 波形 は， 付図 4 に 示す 斜線 部内に ある こと。 

(2) 試験 中に， ダミ一 及び 保護 装置の 挙動 を 観測し， 呼び 質量 15 kg の ダミ一 を 使用す る 場合に は， 頭部 及び 胸部の 
加速度 を 測定す る。 

(3) 試験 後， 6.7.3 の （2) によって バックルの 解離 力 試験 を 行い， さらに， その後 保護 装置の 各部の 破壊， 有害な き 
裂， 変形な どの 発生 状況 を 調べる。 

6.8.4 試験の 記録 試験の 記録に は， 次の 事項 を 記載す る。 

(1) 台車の 衝突 速度 

(2) 台車の 加速度 又は 減速 度の 波形， 最大 加速度 又は 最大 減速 度 

(3) 呼び 質量 15 kg の ダミーの 頭部 及び 胸部 重心 位置の 三軸 方向の 加速度， 並びに 合成 加速度の 波形， 最大 合成 加速 
度， 最大 許容 値 を 超えた 場合の 持続 時間 

(4) ダミ 一の 挙動 及び 移動 量， 並びに 保護 装置の 最大 傾斜角 

(5) ノくッ クルの 解離 力 

(6) 保護 装置の 破損， 有害な き 裂， 変形な どの 有無 

(7) シ一ト ベルトの 種類 

(8) 試験 装置の 形式 

(9) ダミーの 製造業 者 名， 形式 及び 実質 量 

7. 製品の 呼び 方 保護 装置の 呼び 方 は， 種類 及び 区分， 又は 種類の 記号 及び 区分に よる。— 
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例 I. 幼児 用 シート W2 又は Y— W2 

例 2. 学童 用 シート W3 • 又は G — W3 • W4 

8. 表示 保 霞 装置に は， 容易に 消えない 方法で 見やす い 箇所に， 次の 事項 を 表示す る。 

(1) 種類 (又は 種類の 記号) 及び 区分 

(2) 適用され る 年少者の 体重 

(3) 自動車の シートへの 取 付 方法 及び シートベルトの 種類 

(4) 製造業 者 名 又は その 略号 

(5) 製造 年 又は その 略号 

(6) 製造番号 

(7) その他の 必要事 項 

例 1. 補助 ベルトが ある 場合 

この 幼児 用シー トは， 補助 ベルト だけで 固定し ないで く ださい。 
例 2 . 後ろ向き/前向き 幼児 用 シートの 場合 

後ろ向きで 使用す る 場合に は， エア バッ グが 装備され ていない 席に 載せて 下さい。 
例 3. 後ろ向き 幼児 用 シートの 場合 

この 幼児 用シー ト は， エア バッ グが 装備され ていない 席に 載せて 下さい。 

9. 取扱説明書 保護 装置に は， 次の 事項 を 記載した 取扱説明書 を 添付す る。 

(1) 取 付 可能な， 車種， シ 一卜の 形状， 又は シートベルトの 種類 

(2) 使用 目的 及び 方法 

(3) 緊急の 場合の 処理 

(4) 危険 防止 方法 

例 1, 保護 装置 は， 年少者 を 着座 又は 寝かせて いないと きで も シートベルト によって 確実に 固定して おく こと。 
- 固定して いない 場合に は， 衝突 時に 保護 装置が 飛び出し， 同乗者に 傷害 を 与える おそれが あります。 

例 2, この 乳児 用べ ッ ドは， 乳児の 頭が 自動車の ドア 側に ならない よう に 中央部 付近に 置いて く ださい。 

例 3. 後ろ向き' 前向き 兼用の 幼児 用 シートの 場合 

展開 し た エア バッ グ と 後ろ 向 きにした シ一 ト と の 接触に よって， 子供に 傷害な どが 起こ る おそれが あ る 
ので， 後ろ向きで 幼児 用シー ト を 使用す る 場合に は， エア バッ グの 装備され ていない 席で ご 使用 く ださ 
い。 

例 4. 後ろ向き 幼児 用 シートの 場合 

展開 した エアバッグと 後ろ向き シート の 接触に よって， 子供に 傷害な どが 起 こる おそれが あるの で， 
この 幼児 用シー ト を 使用す る 場合に は， エアバッグの 装備され ていない 席で ご 使用 く ださい。 

(5) 保全の 方法 

(6) 交換の 事項 (衝撃 を 受けた と きの シートベルト 及び 保護 装置の 処理な ど） 
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付図 1 後ろ向き 幼児 用 シートの 動 荷重 試験に おける 状態 

シー卜 バックの 表面 に ほほ" 平行 な 線 




付図 2 バックルの 解離 力 試験 方法 
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備考 台車の 加速度 又は 減速 度の 波形 は， 図 中の 斜線 部内に なければ ならない。 ただし， 波形 立 上がりの 
作用 時間軸 上の 原点 は， 図に 示す 作用 時間軸の ms の 点に一 致しな くても よ い。 



500 又は 800 



300 ±20 



300 土 20 



付図 3 試験 用 シートの 形状 • 寸法 及び 材料 



単位 




備考 1. 〇 印 は， シートベルト 取 付 部の 位置 を 示す。 

2. ヘッド レスト レイン トを 取り付けても よい。 

3. ダミーの 頭部 重心 位置と へッ ドレス トレイン ト の 中心 位置と を， ほぼ 合わせる よ う にへ ッ ドレス トレイン ト 
の 位置 を 定める。 

4. 軟質 ウレ タン は， 密度が 35 〜 45 kg/m 3 [JIS K 64 01 の 5 . 3 ( 見掛け 密度 試験） による。] の もの を 使用す る。 



付図 4 台車の 加速度 又は 減速 度の 許容範囲 
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加速度 又は 減速 度 
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★ JIS 規格 票の 正お 粟が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 
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擴眷： 00800-2-23283 

M 西 支 SB T541-O053 大阪市 中央 区 本 町 3 丁目 4-10 本 町 野 村 ビル 内 

TEL 大阪 (06)6261，8086( 代表) FAX 大 K (06) 626 レ 
tSf^ ： 00910 - 2 - 2636 

広 島 支 « TT3O-O0U 広 島 市中 区 S 町 5-44 広 島 商工せ 識所 ビル 內 

TEL IT 島 (082) 22 レ 7023， 7035， 7<>36 FAX 広 湯 (082》 223-7568 
纖眷 ： 01340 - 9 ■ 9479 

S 鬭支 SB T760- 0023 高 松 市)^ 町 2 丁目 2-10 住友 生命 高 松 # 町 ビル 内 

TEL 高 松 (067) 821-78531 FAX JflSt (067)821-3261 
mn ： O1680 - 2 - 33S9 

T812-0025 福 M 市 博 多 区 店 町 卜 31 東京 生命 福 岡 ビル 内 
TEL 權两 (092) 282-9080 FAX HW (092) 282-9118 
蟹 譬: On%- 
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